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OAPI (BF, BJ, CF, CG, CI, CM, GA, GN, GQ, GW, KM, 添付公開書類：
ML, MR, NE, SN, TD, TG). 一 国際調査報告 （条約第 2 1条 )

成形素材としてシ一 ト材を用いた場合に問題となる材料の先端部及び尾端部でのタレなどの非定常な
変形を抑えつつ、少ない段数 （工程数、スタン ド数）で、口径が数インチから数十インチの丸管を製造
する。 これを実現するために、 B D スタン ド （1 0 ) を一対の旋回ユニッ ト （1 1 , 1 1 ) によ り構
成する。B D スタン ド （1 0 ) の次段に配置される F P スタン ド （2 0 ) を、上ユニッ トに旋回ュニッ
ト （2 1 ) を用い、サイ ドユニッ ト及び下ユニッ トに成形 ロール （2 2 及び 2 3 ) を用いた 1 スタン
ド、 3 ロール構成とする。 B D スタン ド （1 0 ) における一対の旋回ュニッ ト （1 1 , 1 1 ) と、 F P
スタン ド （2 0 ) における旋回ユニッ ト （2 1 ) とを近接側でオーバ一ラップさせる。そのオーバ一
ラップ部分において、オープンパイプを、昇降可能な補助ボ トムロール （3 2 ) によ り支持 しつつ、そ
のオープンパイプの両エッジ部近傍を両側のサイ ドサボ一 トロ一ル （3 1 , 3 1 ) により押圧する。



明 細 書

発明の名称 ：管の成形方法及び装置

技術分野
[0001 ] 本発明は、金属材料コイルや所要長さのシー ト状金属材料より丸管などを

製造するのに用いられる管の成形方法及び装置、並びに管の溶接方法及び装

置に関する。

背景技術
[0002] 管の成形法の一つとして〇D F と呼ばれるものがある。その一つが、無端

ダイ列により巨大成形口一ルを仮想 した巨大成形円弧による成形法であり、

特許文献 1 に記載されている。

[0003] この成形法は、成形孔型を外向きに設けた孔型ダイを無端列に連結 した孔

型ダイ列を無限軌道上で旋回可能に支持すると共に、その旋回方向一部の孔

型内に、巨大成形ロールを想定した巨大半径の円弧を付与 した旋回ュニッ卜

を用いるものであり、巨大成形ロールによる成形と同等の効果を小型の成形

スタンドにより得ることができる。

[0004] 通常は、この旋回ュニッ卜を上ュニッ卜、下ュニッ卜、及び両側のサイ ド

ユニットに用いることにより、例えばサイジングスタンド、フィンパススタ

ンドなどとしての適用が考えられている。

[0005] 今一つのO D F が、一対の無端ダイ列の間で板材の両エッジ部を拘束 して

ダイが移動することにより、板材を平板からォ一プンパイプへ曲げ成形する

成形法であり、特許文献 2 に記載されている。

[0006] この成形法は、成形孔型を外向きに且つ揺動自在に設けた揺動ダイを無端

列に連結 した揺動ダイ列を無限軌道上で旋回可能に支持 した旋回ュニッ卜の

—対を、その間に直線状で間隔が漸減する成形区間が形成されるように対向

配置 し、その成形区間に進入する成形素材をボ トム口一ル群で支持 しつつ当

該成形素材の両ェッジ部を両側の成形孔型が拘束 して同期移動すると共に、

両側の成形孔型が揺動角度を変化させることにより、前記成形素材をォ一プ



ンパイプへ連続的に曲げ成形する。

[0007] この成形スタン ドをブレークダウンスタン ド （B D スタン ド）に用い、そ

の下流側に 2 〜 3 段のフィンパス口一ルスタン ド、及びスクイズ口一ルスタ

ン ドを配置することにより、数段という比較的少ない段数 （工程数、スタン

ド数）で、高品質な溶接管を簡単に製造することができる。 しかも、成形素

材としてシー 卜材を用いた場合にも、材料先端部及び材料尾端部にタレなど

の非定常な変形を起こすことが少ない。

[0008] しか しながら、口径が数インチから数十インチの丸管を製造することまで

は困難である。

[0009] すなわち、成形素材としてシ一 卜材を用いた場合に特に問題となる材料の

先端部及び尾端部でのタレなどの非定常な変形を抑えつつ、少ない段数 （ェ

程数、スタン ド数）で、口径が数インチから数十インチの丸管を製造できる

パイプ成形法は未だ提案されていない。

[001 0] ちなみに、製造する溶接管の口径が大きくなると、 T D が相対的に小さ

くなることから、成形性が悪化すると共に、成形素材の幅が大きくなること

から、その素材がコイル材からシ一 卜材へシフ トするので、口径が大きい溶

接管の製造では、必然的に、シ一 卜材による成形性の悪い加工を余儀なくさ

れる。

先行技術文献

特許文献

[001 1] 特許文献 1 ：特許第 5 0 5 7 4 6 7 号公報

特許文献2 ：特許第 5 5 2 3 5 7 9 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[001 2] 本発明の目的は、成形素材としてシー ト材を用いた場合に特に問題となる

材料の先端部及び尾端部でのタレなどの非定常な変形を抑えつつ、少ない段

数 （工程数、スタン ド数）で、口径が数インチから数十インチの丸管を製造



できる管の成形方法及び装置、並びに管の溶接方法及び装置を提供すること

にめる。

課題を解決するための手段

[001 3] 上記目的を達成するために、本発明者 らは、揺動ダイを無端列に連結 した

揺動ダイ列を無限軌道上で旋回移動させる一対の旋回ュニッ 卜を B D スタン

ドとし、その下流側にフィンパスロールスタン ド、スクイズロールスタン ド

を直列に配置 して管を成形する方法に着目し、その成形性を更に高めること

を目的として、フィンパスロールスタン ドの代わりに、孔型ダイを無端列に

連結 した孔型ダイ列を無限軌道上で旋回移動させる旋回ュニッ 卜を上ュニッ

卜、下ュニッ 卜、及び両側のサイ ドュニッ 卜の全てに用いた 4 旋回ュニッ 卜

のフィンパススタン ド （F ロスタン ド）を配置することを検討 した。

[0014] その結果、成形性が向上 し、ブレークダウン開始からフィンパス終了まで

を 2 工程で済ませることができるものの、 F P スタン ドの 4 旋回ュニッ 卜化

により設備コス トが高騰すること、ツール交換時間が長 くなること、異物混

入の問題が生 じることなどが判明 した。

[001 5] そこで、本発明者 らは F P スタン ドの上ユニッ トにのみ旋回ユニッ トを適

用 し、下ュニッ 卜及び両側のサイ ドュニッ 卜についてはロールで代用するこ

とを検討 した。その結果、高い成形性が維持されつつ、設備コス トの問題、

ツール交換時間の問題、異物混入の問題が解決されることが判明 した。

[001 6] 加えて、 B D スタン ドと F P スタン ドとの間で旋回ユニッ トのパスライン

周 りの位相がずれる （すなわち B D スタン ドにおける一対の旋回ュニッ 卜間

に F P スタン ドにおける旋回ユニッ トが位置する）ことにより、両方の旋回

ュニッ 卜を近接配置することができ、オーバ一ラップさせることも可能であ

るので、ブレークダウン開始からフィンパス終了まで材料を連続的に切れ目

なく拘束することができ、成形性を飛躍的に高め得ることが判明 した。

[001 7] すなわち、 B D スタン ドにおいては一対の旋回ユニッ トがパスセンタ一の

両側に左右ュニッ 卜として V 状に配置され、 F P スタン ドにおいては 1 つの

旋回ュニッ 卜がパスセンタ一上に上ュニッ 卜として垂直配置されることから



、両方の旋 回ユニ ッ トを近接配置 して も相互の干渉が回避 され、 B D スタン

ドにおける一対の旋 回ュニ ッ 卜の下流側 の円弧状 の旋 回 リター ン部 間に、 F

P スタン ドにおける旋 回ュニ ッ 卜の上流側 の円弧状 の旋 回 リター ン部 を揷入

配置することも可能 となるので、 スタン ド間でのス プ リングバ ックを非 常に

小 さ く抑制 で きる。

[001 8] 特 に、成形素材がシー ト材である場合、材料先端部及び材料尾端部 は成形

性 が悪 いため に、 ロール成形 その ものが困難 であ つたが、 この方法では、材

料先端部 か ら材料尾端部 までの成形性 が一様 であ り、両端部 の切除の必要性

もな くなることか ら、 コイル材 はもとよ り、両端部 の成形性 が特 に悪 いシ一

卜材で も歩留 りの良好な成形 が可能 となる。

[001 9] また、 B D スタン ドにおける一対の旋 回ユニ ッ トと F P スタン ドにおける

旋 回ュニ ッ 卜とを直列 に近接配置 し、好 ま しくは近接側 で両方の旋 回ュニ ッ

卜の旋 回 リター ン部 同士 をオーバ一ラ ップさせた上で、 B D スタン ドを出た

オー プンパ イプを両側 か ら押圧可能なサイ ドサポ一 トロール を旋 回ュニ ッ 卜

の近接部分 に配置することの有効性、 B D スタン ドにおけるボ トム 口一ル群

を旋 回ュニ ッ 卜の近接部分 まで延長配置 ことの有効性、及び F P スタン ドに

おける下 ロールの上流側 に、 当該下 ロール に近接 させて補助ボ トム ロール を

昇降可能 に配置 し、補助ボ トム ロールのパスライン高 さを調整 することの有

効性 が判明 した。

[0020] 加 えて、旋 回ユニ ッ トを使用 した B D スタン ド及び F P スタン ドを直列 に

配置 した場合、或 いはプ レイクダウン口一ルスタン ド群 の次段 に F P スタン

ドを近接配置 した場合、 F P スタン ドにおける材料保持性 が良いため、 F P

スタン ドの下流側 に、上下 2 方 ロール又 は上下左右の 4 ロールか らなるサイ

ジングロ一ルスタン ド （S Z スタン ド） を配置するだけで （すなわち、 F P

スタン ドとその下流側 の S Z スタン ドとの組合せだけで）、 インラインでの

外面溶接或 いは内面仮溶接 が可能 にな り、全体 と して少ない段数 （工程数、

スタン ド数）で溶接管 が製造可能 となることが判明 した。

[0021 ] イ ンライン外面溶接 は、 S Z スタン ドの次段 に配置 したタ ックウェル ドス



タン ド （T Wスタン ド）、或いは F Pスタン ドとS Z スタン ドの間に配置 し

たスクイズロールスタン ド （S Qスタン ド）により可能であることが判明 し

た。

[0022] T Wスタン ドは、具体的には、素管長手方向に沿うように小径ローラを多

数個並列配置 した口一ラビ一厶を、オープンパイプの周方向の複数箇所に配

置 した口一ラビ一厶スタン ドであり、オープンパイプの頂上部にT I G溶接

機等の溶接機を配置することにより、オープンパイプの両エツジ部を外面側

から連続的に溶接する。また、頂上部に配置される口一ラビ一厶を短 くして

、その下流側に溶接機の配置スペースを確保 したT Wスタン ドである。また

、下部に配置されるローラビ一厶を複数の凹口一ルからなるボ トム口一ル群

に置換 したT Wスタン ドである。

[0023] インライン外面溶接を行う場合、 F Pスタン ドでは、オープンパイプの周

方向の位置決めのため及び両エッジ部のオーバ一ラップを防ぐために、旋回

ュニッ卜を構成する各孔型ダイの内面中央部にフィンを設けるのが有効なこ

とが判明 した。 S Z スタン ドの次段に配置されたT Wスタン ドでインライン

外面溶接を行う場合は、 F Pスタン ドにおける旋回ュニッ卜の各孔型ダイと

共に、 S Z スタン ドにおける上ロールの内面中央部にもフィンを設けるのが

有効なことが判明 した。

[0024] インライン外面溶接に関 しては、更に、外面溶接の品質を向上させる観点

から、 S Z スタン ドの絞り位置に、素管 （オープンパイプ）の上側内面及び

下側内面をそれぞれ当接支持する上下 1対の内面支持口一ラを、素管 （ォ一

プンパイプ）内に配置されたマン ドレルを用いて配置するのが有効なことが

判明 した。すなわち、 S Z スタン ドの絞り位置への上下一対の内面支持口一

ラの配置により、素管 （オープンパイプ）の溶接される予定の両エッジ部端

面の当接状態が極めて良好となり、引き続いてT Wスタン ドで行われるイン

ライン外面溶接の品質が一定で且つ良好に維持されるのである。

[0025] また、 F P スタン ドにおいては、素管 （オープンパイプ）の上側内面及び

下側内面をそれぞれ当接支持する上下 1対の内面支持口一ラを、素管 （ォ一



プンパイプ）内に配置されたマンドレルを用いて絞り位置に配置し、好まし

くは、その上流側に、素管 （オープンパイプ）の上側内面を当接支持するフ

ィン付き上面支持口一ラを前記マンドレルを用いて配置することにより、絞

り位置でのスクイズ機能、更にはその上流側でのフィンによるローリング防

止機能が相乗して、溶接予定の両エッジ端面の突き合わせ位置が指定どおり

保持されることにより外面溶接品質が更に向上すること、更に、S Z スタン

ドの絞り位置への上下 1対の内面支持ローラの配置と相乗することにより、

外面溶接品質が更に一層向上することが判明した。

[0026] インライン内面仮溶接は、素管 （オープンパイプ）内に配置されたマンド

レルを用いてF Pスタンド内の絞り位置に配置された内面溶接 卜一チにより

行う。この場合、 F P スタン ドは、旋回ユニットの各孔型ダイからフィンを

排除して当該 F Pスタンドにスクイズ機能 （両エッジを密着させる機能）を

付与したスクイズ型とする。

[0027] インライン内面仮溶接に用いるフィンなしのスクイズ型 F Pスタンドに関

しては、当該 F Pスタンドの絞り位置に内面溶接 卜一チをマンドレルにより

配置すると共に、素管 （オープンパイプ）の上側内面及び下側内面をそれぞ

れ当接支持する上下 1対の内面支持口一ラを、前記マンドレルを用いて内面

溶接 卜一チと干渉しないように配置し、好ましくは、その上流側に、素管 （

オープンパイプ）の上側内面を当接支持するフィン付き上面支持口一ラを前

記マンドレルを用いて配置することにより、絞り位置でのスクイズ機能、更

にはその上流側でのフインによる口一リング防止機能が相乗して、溶接予定

の両ェッジ端面の突き合わせ位置が指定どおり保持されることにより内面仮

溶接品質が更に向上することが判明した。

[0028] 本発明の管の成形方法及び装置はかかる知見を基礎として開発されたもの

であり、

成形孔型を外向きに且つ揺動自在に設けた揺動ダイを無端列に連結した揺

動ダイ列を無限軌道上で旋回可能に支持した旋回ュニッ卜の一対を、その間

に直線状で間隔が漸減する成形区間が形成されるように対向配置し、その成



形区間に進入する成形素材をボ トムロール群で支持 しつつ当該成形素材の両

エツジ部を両側の成形孔型が拘束 して同期移動すると共に、両側の成形孔型

が揺動角度を変化させることにより、前記成形素材をオープンパイプへ連続

的に曲げ成形するB Dスタン ドと、

成形孔型を外側に向けた孔型ダイを無端列に連結 したダイ列を無限軌道上

で旋回可能に支持すると共に、その旋回方向の一部の孔型内に、巨大成形口

—ルを想定 した半径の円弧を付与 した旋回ュニッ卜を上ュニッ卜に用い、下

ュニッ卜及びサイ ドュニッ卜にロールを用いた F Pスタン ドとを直列配置す

ると共に、

B Dスタン ドにおける一対の旋回ュニッ卜とF Pスタン ドにおける旋回ュ

ニットとを近接配置 し、好ましくは、 B Dスタン ドにおける一対の旋回ュニ

ッ卜とF Pスタン ドにおける旋回ュニッ卜とを近接側でオーバ一ラップさせ

るべ く、旋回ュニッ卜B Dスタン ドにおける一対の旋回ュニッ卜の下流側の

旋回リターン部間に、 F Pスタン ドにおける旋回ュニッ卜の上流側の旋回リ

ターン部を揷入配置 して、管の成形を行うものである。

[0029] かかる管の成形方法及び装置は、図 1及び図 2 、或いは図 3 に示される。

図中、 1 0 は スタン ド、 1 1 ， 1 1 は同B Dスタン ド1 0 における一対

の旋回ユニット、 1 2 は同B Dスタン ド1 0 おけるボ トムロール群、 2 0 は

F P スタン ド、 2 1 は同 F P スタン ド2 0 における旋回ユニット、 2 2 は同

F P スタン ド2 0 におけるサイ ドュニットロール、 2 3 は同 F P スタン ド2

0 における下ュニットロール、 3 0 は B Dスタン ド1 0 における一対の旋回

ュニッ卜1 1 ， 1 1 とF P スタン ド2 0 における旋回ュニッ卜2 1 とのォ一

バ一ラップ部分である。図 1及び図 2 、或いは図 3 ではB Dスタン ド1 0 に

おける一対の旋回ユニット1 1 ， 1 1 とF P スタン ド2 0 における旋回ュニ

ッ卜2 1 とは近接 しており、図 1及び図 2 では特にオーバ一ラップ部分 3 0

が形成されている。

[0030] すなわち、本発明の管の成形方法及び装置は、一対の旋回ユニットを用い

た小規模でサイズ変更が容易な B Dスタン ドにより、平板からオープンパイ



プへの成形 を 1 工程で完了すると共に、 B D スタン ドを出たオープンパイプ

をスプ リングバ ックさせることな くF P スタン ドへ送 り、 F P スタン ドでは

、上ュニ ッ 卜にのみ旋回ュニ ッ 卜を用いた小規模でサイズ変更が容易な 1 ス

タン ド構成 により、効率的なフィンパス成形 を行 うものである。

[0031 ] 本発明の管の成形方法及び装置は又、 B D スタン ドにおける一対の旋回ュ

ニ ッ トと F P スタン ドにおける旋回ュニ ッ 卜とを近接配置 し、好ま しくは両

方の旋回ュニ ッ 卜をオーバ一ラップさせた上で、 B D スタン ドを出たォ一プ

ンパイプを両側か ら押圧するサイ ドサポ一 トロールを、前記旋回ュニ ッ 卜の

近接部分、好ま しくはオーバーラップ部分に一対以上配置 して管の成形 を行

うものである。

[0032] かかる管の成形方法及び装置は図 4 A 及び図 4 B に示される。サイ ドサボ

— トロール 3 1 は、 ここではオープンパイプのエ ッジ部近傍 を押圧可能な凹

ロールであるが、平 ロールを用いたケージロールの使用も可能である。 B D

スタン ド1 0 における一対の旋回ュニ ッ 卜1 1 ， 1 1 と F P スタン ド2 0 に

おける旋回ュニ ッ 卜2 1 とは近接 してお り、特 に図 4 A ではオーバ一ラップ

部分 3 0 を形成 している。 また、図 4 B では、図 4 A に比 して旋回ユニ ッ ト

1 1 , 1 1 と旋回ュニ ッ 卜2 1 とが離反 しているためにサイ ドサポ一 トロ一

ル 3 1 がラインに沿 って多 く配置されている。

[0033] 本発明の管の成形方法及び装置は又、 B D スタン ドにおける一対の旋回ュ

ニ ッ トと F P スタン ドにおける旋回ュニ ッ 卜とを近接配置 し、好ま しくは両

方の旋回ュニ ッ 卜をオーバ一ラップさせた上で、 B D スタン ドにおけるボ 卜

厶ロール群 を、前記旋回ユニ ッ トの近接部分、好ま しくはオーバ一ラップ部

分 まで延長配置 して管の成形 を行 うものである。

[0034] かかる管の成形方法及び装置は図 5 に示され、 3 2 がオーバ一ラップ部分

3 0 に延長配置されたボ トムロールである。

[0035] 本発明の管の成形方法及び装置は又、 B D スタン ドにおける一対の旋回ュ

ニ ッ トと F P スタン ドにおける旋回ュニ ッ 卜とを近接配置 し、好ま しくは両

方の旋回ュニ ッ 卜をオーバ一ラップさせた上で、 B D スタン ドを出たォ一プ



ンパイプを両側から押圧可能なサイ ドサポー トロールを、前記旋回ュニッ卜

の近接部分、好ましくはオーバ一ラップ部分に一対以上配置 し、且つ B Dス

タン ドにおけるボ トムロール群を、前記旋回ユニットの近接部分、好ましく

はオーバ一ラップ部分まで延長配置 して管の成形を行うものである。

[0036] かかる管の成形方法及び装置は図 6 A 及び図 6 B に示される。サイ ドサボ

— トロール 3 1 は、ここではオープンパイプのエッジ部近傍を押圧可能な凹

ロールであるが、平ロールを用いたケージロールの使用も可能である。 B D

スタン ド1 0 における一対の旋回ュニッ卜1 1 ， 1 1 とF P スタン ド2 0 に

おける旋回ュニッ卜2 1 とは近接 しており、特に図 6 A ではオーバ一ラップ

部分 3 0 を形成 している。また、図 6 B では、図 6 A に比 して旋回ユニット

1 1 , 1 1 と旋回ュニッ卜2 1 とが離反 しているためにサイ ドサポ一 トロ一

ル 3 1 がラインに沿って多 く配置されている。

[0037] 本発明の管の成形方法及び装置は又、 B Dスタン ドにおける一対の旋回ュ

ニットとF Pスタン ドにおける旋回ュニッ卜とを近接配置 し、好ましくは両

方の旋回ュニッ卜をオーバ一ラップさせた上で、 F Pスタン ドにおける下ュ

ニットロールの上流側に、当該下ュニットロールに近接させて補助ボ トム口

—ルを昇降可能に配置 し、補助ボ トムロールのパスライン高さを調整 して管

の成形を行うものである。

[0038] かかる管の成形方法及び装置は図 7 に示され、 2 4 が補助ボ トムロールで

ある。前述のオーバ一ラップ部分 3 0 へ延長配置されたボ トムロール 3 2 は

、この補助ボ トムロール 2 4 を兼ねることができる。

[0039] 本発明の管の成形方法及び装置は又、 B Dスタン ドにおける一対の旋回ュ

ニットとF Pスタン ドにおける旋回ュニッ卜とを近接配置 し、好ましくは両

方の旋回ュニッ卜をオーバ一ラップさせた上で、 F Pスタン ドにおける下口

—ルの上流側に、当該下ロールに近接させて補助ボ トム口一ルを昇降可能に

配置すると共に、 F Pスタン ドの次段に上下 2 方ロール又は上下左右の4 口

—ルからなるS Z スタン ドを配置 し、 F Pスタン ドにおける絞り量、 S Z ス

タン ドにおける絞り量、及び補助ボ トムロールのパスライン高さを調整 して



管の成形を行 うものである。

[0040] かかる管の成形方法及び装置は図 8 に示され、 4 0 が F P スタン ド2 0 の

次段に配置された S Z スタン ド、 4 1 がその上下 2 方 口一ル、 4 2 がその左

右の 2 方 口一ルである。

オーバ一ラップ部分 3 0 へ延長配置されたボ トムロール 3 2 は、補助ボ トム

口一ル 2 4 を兼ねる。

[0041 ] 本発明の管の成形方法及び装置は又、 B D スタン ドにおける一対の旋回ュ

ニッ トと F P スタン ドにおける旋回ュニッ 卜とを近接配置 し、好ま しくは両

方の旋回ュニッ 卜をオーバ一ラップさせた上で、 F P スタン ドにおける旋回

ュニッ 卜の各孔型ダイの内面中央部にフ ィンを設けて、管の成形を行 うもの

である。

[0042] 本発明の管の成形方法及び装置は又、前記 フ ィンを省略するか、 フ ィンに

代えて、凹状逃げ部を各孔型ダイの内面中央部に設けて、 F P スタン ド内で

オープンパイプのスクイズ加工を行 うものである。

[0043] また、本発明の管の溶接方法及び装置は、成形素材をオープンパイプに B

D成形するラインに続けて F P スタン ドを配置すると共に、その下流側にS

Z スタン ドを配置 し、更に前記オープンパイプの両エッジ部を外面溶接又は

内面仮溶接する溶接手段を当該ライン内に配置 して、前記オープンパイプの

両エッジ部をィンライン外面溶接又はィンライン内面仮溶接するものである

[0044] 本発明の管の溶接方法及び装置は又、 F P スタン ド、好ま しくは旋回ュニ

ッ 卜における各孔型ダイの内面中央部にフィンを設けた F P スタン ドの次段

に、 S Z スタン ド、好ま しくは上 ロールをフィン付 きロール とした S Z スタ

ン ドを配置 し、更にその次段に、前記溶接手段 として、オープンパイプを外

面側か ら拘束 しつつ、オープンパイプの両エッジ部を外面溶接する T Wスタ

ン ドを配置 して、オープンパイプの両エッジ部をインライン外面溶接するも

のである。

[0045] ここにおける T Wスタン ドは、例えば、素管長手方向に沿 うように小径 口



—ラを多数個並列配置 した口一ラビ一厶を、オープンパイプの周方向の複数

箇所に配置 した口一ラビ一厶スタン ドであり、オープンパイプの頂上部に τ

I G溶接機等の溶接機を配置することにより、オープンパイプの両エッジ部

を外面側から連続的に溶接する。ローラビームがオープンパイプの頂上部に

配置される場合は、その口一ラビ一厶を短 くして、溶接機の配置スペースを

確保する。

[0046] 本発明の管の溶接方法及び装置は又、 F Pスタン ド、好ましくは旋回ュニ

ッ卜における各孔型ダイの内面中央部にフィンを設けた F Pスタン ドの次段

に、 S Z スタン ド、好ましくは上ロールをフィン付きロールとしたS Z スタ

ン ドを配置 し、更にその次段にT Wスタン ドを配置 した上で、前記 S Z スタ

ン ドの絞り位置に、オープンパイプの上側内面及び下側内面をオープンパイ

プ内からそれぞれ当接支持する上下 1対の内面支持口一ラを、マン ドレルを

用いて配置 して、オープンパイプの両エッジ部をィンライン外面溶接するも

のである。

[0047] 本発明の管の溶接方法及び装置は又、 F Pスタン ド、好ましくは旋回ュニ

ッ卜における各孔型ダイの内面中央部にフィンを設けた F Pスタン ドの次段

に、 S Z スタン ド、好ましくは上ロールをフィン付きロールとしたS Z スタ

ン ドを配置 し、更にその次段にT Wスタン ドを配置 した上で、前記 F Pスタ

ン ドの絞り位置に、オープンパイプの上側内面及び下側内面をオープンパイ

プ内からそれぞれ当接支持する上下 1対の内面支持口一ラをマン ドレルを用

いて配置 し、望ましくは、その更に上流側に、オープンパイプの上側内面を

当接支持するフィン付き内面支持口一ラをマン ドレルを用いて配置 して、ォ

—プンパイプの両エッジ部をィンライン外面溶接するものである。

[0048] 本発明の管の溶接方法及び装置は又、 F Pスタン ド、好ましくは旋回ュニ

ッ卜における各孔型ダイの内面中央部にフィンを設けた F Pスタン ドの次段

に、 S Z スタン ド、好ましくは上ロールをフィン付きロールとしたS Z スタ

ン ドを配置 し、更にその次段にT Wスタン ドを配置 した上で、前記 S Z スタ

ン ドの絞り位置に、オープンパイプの上側内面及び下側内面をオープンパイ



プ内からそれぞれ当接支持する上下 1対の内面支持口一ラをマン ドレルを用

いて配置すると共に、前記 F P スタン ドの絞り位置に、オープンパイプの上

側内面及び下側内面をオープンパイプ内からそれぞれ当接支持する上下 1対

の内面支持ローラを、マン ドレルを用いて配置 し、好ましくは、その更に上

流側に、オープンパイプの上側内面を当接支持するフィン付き内面支持口一

ラをマン ドレルを用いて配置 して、オープンパイプの両エッジ部をィンライ

ン外面溶接するものである。

[0049] 本発明の管の溶接方法及び装置は又、成形素材をオープンパイプに B D成

形するラインに続けて F ロスタン ド、特にその旋回ュニッ卜における孔型ダ

ィからフィンを排除 したフィンなしのスクイズ型 F P スタン ド配置すると共

に、その下流側にS Z スタン ドを配置 し、更にスクイズ型 F P スタン ドの絞

り位置に、溶接 卜一チをオープンパイプ内に配置されたマン ドレルを用いて

配置 して、オープンパイプの両エッジ部をィンライン内面仮溶接するもので

ある。

[0050] 本発明の管の溶接方法及び装置は又、前記スクイズ型 F P スタン ドの絞り

位置に、溶接 卜一チをオープンパイプ内に配置されたマン ドレルを用いて配

置 した上で、オープンパイプの上側内面及び下側内面をオープンパイプ内か

らそれぞれ当接支持する上下 1対の内面支持ローラを、少なくとも上側の内

面支持口一ラが前記 F P スタン ドの絞り位置の上流側へずれるように前記マ

ン ドレルにより配置 し、望ましくは、その上側内面用の内面支持口一ラの更

に上流側に、オープンパイプの上側内面を当接支持するフィン付き内面支持

ローラを前記マン ドレルを用いて配置 して、オープンパイプの両エッジ部を

ィンライン内面仮溶接するものである。

発明の効果

[0051 ] 本発明の管の成形方法及び装置は、無端の揺動ダイ列を無限軌道上で旋回

可能に支持 した旋回ュニッ卜の一対によりB D スタン ドを構成 し、その下流

側に、無端の孔型ダイ列を無限軌道上で旋回可能に支持 した旋回ュニッ卜を

上ュニッ卜に用い、下ュニッ卜及びサイ ドュニッ卜にロールを用いた F P ス



タン ドを配置すると共に、 B Dスタン ドにおける一対の旋回ュニッ卜とF P

スタン ドにおける旋回ュニッ卜とを近接配置 し、好ましくは両方の旋回ュニ

ッ卜をオーバ一ラップさせたことにより、ブレークダウン開始からフィンパ

ス終了までを2 工程で効率よく成形できる。また、 B Dスタン ド及び F Pス

タン ドに旋回ュニッ卜を採用することにより、本質的に成形性に優れる上に

、 B Dスタン ドにおける一対の旋回ュニッ卜とF Pスタン ドにおける旋回ュ

ニッ卜とを近接配置 し、好ましくは両方の旋回ュニッ卜をオーバ一ラップさ

せたことにより、両スタン ド間でのオープンパイプのスプリングバックが抑

制されるので、成形素材としてシ一 卜材を用いた場合に特に問題となる材料

先端部及び材料尾端部でのタ レなどの非定常な変形を抑制でき、シ一 卜材の

成形を可能にすると共に、両端部の変形による材料ロスを減 じることができ

る。

[0052] 本発明の管の成形方法及び装置は又、 B Dスタン ドにおける一対の旋回ュ

ニットとF Pスタン ドにおける旋回ュニッ卜とを近接配置 し、好ましくは両

方の旋回ュニッ卜をオーバ一ラップさせた上で、 B Dスタン ドにおけるボ 卜

厶ロール群を、前記旋回ユニットの近接部分、好ましくはオーバ一ラップ部

分まで延長配置 したことにより、両スタン ド間でのオープンパイプのスプリ

ングバックをより効果的に抑制できるので、成形性に優れ、特に成形素材と

してシ一 卜材を用いた場合に問題となる変形、及びこれによる材料ロスをよ

リー層低減できる。

[0053] 本発明の管の成形方法及び装置は又、 B Dスタン ドにおける一対の旋回ュ

ニットとF Pスタン ドにおける旋回ュニッ卜とを近接配置 し、好ましくは両

方の旋回ュニッ卜をオーバ一ラップさせた上で、 B Dスタン ドを出たォ一プ

ンパイプのエッジ部近傍を押圧可能なサイ ドサポー トロールを、前記旋回ュ

ニッ卜の近接部分、好ましくはオーバ一ラップ部分に一対以上配置 し、且つ

B Dスタン ドにおけるボ トムロール群を、前記旋回ユニットの近接部分、好

ましくはオーバ一ラップ部分まで延長配置 したことにより、両スタン ド間で

のオープンパイプのスプリングバックをより効果的に抑制できるので、成形



性に優れ、特に成形素材としてシ一 卜材を用いた場合に問題となる変形、及

びこれによる材料ロスをより一層低減できる。

[0054] 本発明の管の成形方法及び装置は又、 B Dスタン ドにおける一対の旋回ュ

ニットとF Pスタン ドにおける旋回ュニッ卜とを近接配置 し、好ましくは両

方の旋回ュニッ卜をオーバ一ラップさせた上で、 F Pスタン ドにおける下口

—ルの上流側に、当該下ロールに近接させて補助ボ トム口一ルを昇降可能に

配置 し、補助ボ トムロールのパスライン高さを調整可能としたことにより、

B Dスタン ドで問題となるオープンパイプの反り、特に上反りを効果的に矯

正できるので、成形性に優れる。

[0055] 本発明の管の成形方法及び装置は又、 B Dスタン ドにおける一対の旋回ュ

ニットとF Pスタン ドにおける旋回ュニッ卜とを近接配置 し、好ましくは両

方の旋回ュニッ卜をオーバ一ラップさせた上で、 F Pスタン ドにおける下口

—ルの上流側に、当該下ロールに近接させて補助ボ トム口一ルを昇降可能に

配置すると共に、 F Pスタン ドの次段に上下 2 方ロール又は上下左右の4 口

—ルからなるS Z スタン ドを配置 し、 F Pスタン ドにおける絞り量、 S Z ス

タン ドにおける絞り量、及び補助ボ トムロールのパスライン高さを調整可能

としたことにより、口径が数インチから数十インチの丸管を効率的に、且つ

成形性よく製造できる。

[0056] 本発明の管の成形方法及び装置は又、 B Dスタン ドにおける一対の旋回ュ

ニットとF Pスタン ドにおける旋回ュニッ卜とを近接配置 し、好ましくは両

方の旋回ュニッ卜をオーバ一ラップさせた上で、 F Pスタン ドにおける旋回

ュニッ卜の各孔型ダイの内面中央部にフィンを設けることにより、 F Pスタ

ン ドでの成形性をより高めることができる。

[0057] 本発明の管の成形方法及び装置は又、 B Dスタン ドにおける一対の旋回ュ

ニットとF Pスタン ドにおける旋回ュニッ卜とを近接配置 し、好ましくは両

方の旋回ュニッ卜をオーバ一ラップさせた上で、前記フィンを省略するか、

フィンに代えて、内面仮付け溶接用の凹状逃げ部を各孔型ダイの内面中央部

に設けて、 F Pスタン ド内でオープンパイプの内面仮付け溶接を行うことに



より、薄肉材の成形可能限界を広げることができる。

[0058] すなわち、本発明の管の成形方法及び装置においては、 F P スタン ド出側

でバ ック リングが生 じないため、サイジングスタン ドでラップが生 じない。

このため、サ イジングスタン ドで大きな絞 りを付加することができ、本質的

に高い真円度が得 られる。それでも、薄肉材の場合は成形が容易でないが、

F P スタン ド内でオープンパイプの内面仮付け溶接を行 うことにより、薄肉

材の場合 も成形が容易となるので、薄肉材の成形可能限界を広げることがで

き、その効果は大きい。前記補助ボ トムロールは、その昇降により、ォ一プ

ンパイプの真直度を調整することができる。

[0059] また、本発明の管の溶接方法及び装置は、成形素材をオープンパイプに B

D成形するラインに続けて F P スタン ドを配置すると共に、その下流側にS

Z スタン ドを配置 し、更に前記オープンパイプの両エッジ部を外面溶接又は

内面仮溶接する溶接手段を当該ライン内に配置 して、オープンパイプの両ェ

ッジ部をイ ンライ ン外面溶接又はイ ンライ ン内面仮溶接することにより、少

ない段数 （工程数、スタン ド数）で高品質な溶接管の製造を可能 とする。

[0060] 本発明の管の溶接方法及び装置は又、 F P スタン ドの次段にS Z スタン ド

を配置 し、更にその次段に T Wスタン ドを配置 して、オープンパイプの両ェ

ッジ部をイ ンライ ン外面溶接することにより、少ない段数 （工程数、ス タ ン

ド数）で高品質な溶接管の製造を可能 とする。

[0061 ] 本発明の管の溶接方法は又、 F P スタン ドの次段にS Z スタン ドを配置 し

、更にその次段に T Wスタン ドを配置 した上で、 F P スタン ドの各旋回ュニ

ッ 卜における各孔型ダイを、内面中央部にフィンが設けられたフ ィン付 きダ

ィとすることにより、外面溶接品質を更に向上させることができる。

[0062] 本発明の管の溶接方法は又、 F P スタン ドの次段にS Z スタン ドを配置 し

、更にその次段に T Wスタン ドを配置 した上で、 S Z スタン ドにおける上 口

—ルをフ ィン付 きロール とすることにより、外面溶接品質を更に向上させる

ことができる。

[0063] 本発明の管の溶接方法及び装置は又、 F P スタン ドの次段にS Z スタン ド



を配置 し、更にその次段にT Wスタン ドを配置 した上で、 S Z スタン ドの絞

り位置に上下 1対の内面支持口一ラを配置することにより、外面溶接品質を

更に向上させることができる。

[0064] 本発明の管の溶接方法及び装置は又、 F Pスタン ドの次段にS Z スタン ド

を配置 し、更にその次段にT Wスタン ドを配置 した上で、前記 F Pスタン ド

の絞り位置に上下 1対の内面支持口一ラを配置すると共に、その上流側にフ

ィン付き上面支持ローラを配置することにより、外面溶接品質を向上させる

ことができる。

[0065] 本発明の管の溶接方法及び装置は又、 F Pスタン ドとその下流側のS ニス

タン ドとの間にS Qスタン ドを配置 して、オープンパイプの両エッジ部をィ

ンライン外面溶接することにより、少ない段数 （工程数、スタン ド数）で高

品質な溶接管の製造を可能とする。

[0066] 本発明の管の溶接方法及び装置は又、 F Pスタン ドをその旋回ユニットに

おける孔型ダイのフィンを排除 してスクイズ型 F Pスタン ドとな し、当該ス

クイズ型 F Pスタン ドの絞り位置に内面溶接 卜一チを配置すると共に、当該

スクイズ型 F Pスタン ドの下流側にS Z スタン ドを配置することにより、ォ

—プンパイプの両エッジ部をィンラインで効率的に内面仮溶接することがで

きる。

[0067] 本発明の管の溶接方法及び装置は又、 F Pスタン ドをその旋回ユニットに

おける孔型ダイのフィンを排除 してスクイズ型 F Pスタン ドとな し、当該ス

クイズ型 F Pスタン ドの絞り位置に内面溶接 卜一チを配置すると共に、当該

スクイズ型 F Pスタン ドの下流側にS Z スタン ドを配置 した上で、 F Pスタ

ン ド内に上下 1対の内面支持ローラを、少なくとも上側の内面支持ローラを

スクイズ型 F Pスタン ドの絞り位置の上流側へずらして配置することにより

、内面仮溶接品質を更に向上させることができる。

[0068] 本発明の管の溶接方法及び装置は又、 F Pスタン ドをその旋回ユニットに

おける孔型ダイのフィンを排除 してスクイズ型 F Pスタン ドとな し、当該ス

クイズ型 F Pスタン ドの絞り位置に内面溶接 卜一チを配置すると共に、当該



スクイズ型 F P スタン ドの下流側 に S Z スタン ドを配置 した上で、 F P スタ

ン ド内に上下 1 対の内面支持 ローラを、少な くとも上側の内面支持 ローラを

スクイズ型 F P スタン ドの絞 り位置の上流側へず らして配置 し、且つその上

側の内面支持 ローラの更に上流側 に、上側の フ ィン付 き内面支持 口一ラを配

置することによ り、 内面仮溶接品質 を更に向上 させ ることがで きる。

図面の簡単な説明

[ 図 1] 本発明の構成 を示す管の成形装置の平面図である。

[ 図2 ] 同構成 を示す管の成形装置の側面図である。

[ 図3 ] 本発明の別の構成 を示す管の成形装置の側面図である。

[ 図4A] 本発明の更に別の構成 を示す管の成形装置の側面図である。

[ 図4B] 本発明の更に別の構成 を示す管の成形装置の側面図である。

[ 図 5 ] 本発明の更に別の構成 を示す管の成形装置の側面図である。

[ 図6A] 本発明の更に別の構成 を示す管の成形装置の側面図である。

[ 図6B] 本発明の更に別の構成 を示す管の成形装置の側面図である。

[ 図7 ] 本発明の更に別の構成 を示す管の成形装置の側面図である。

[ 図8 ] 本発明の更に別の構成 を示す管の成形装置の側面図である。

[ 図 9 ] 本発明の実施形態 を示す成形装置の主要部である B D スタン ド及び F P

スタン ドの側面図である。

[ 図 10 ] 同成形装置の主要部であるオーバ一ラップ部分の平面図である。

[ 図 11] 同オーバ一ラップ部分の正面図である。

[ 図 12 ] 同成形装置の主要部である F P スタン ドの旋回ュニ ッ 卜の 3 面図であ

り、 （a ) が平面図、 （b ) が側面図、 （c ) が正面図である。

[ 図 13 ] 同 F P スタン ドに使用される成形 ダイの縦断正面図で、 （a ) はフィ

ンつ き、 （b ) はフィンな し （内面仮付 け溶接用の凹状逃 げ部つ き）、 （c

) は フィンな し （逃 げ部な し）を示す。

[ 図 14 ] 同成形装置 における B D スタン ドか ら後の構成 を示す側面図である。

[ 図 15 ] 本発明の別の実施形態 を示す管の溶接装置の側面図である。

[ 図 16 ] 図 1 5 中の A _ A 線断面矢示図である。



[ 図17]本発明の更に別の実施形態を示す管の溶接装置の側面図である。

[図18] 図 1 7 中の B _ B 線断面矢示図である。

[図19] 図 1 7 中のC _ C 線断面矢示図である。

[図20] 図 1 7 中の D _ D線断面矢示図である。

[図2 1]本発明の更に別の実施形態を示す管の溶接装置の側面図である。

[図22] 図 2 1 中の E — E 線断面矢示図である。

[図23] 図 2 1 中の F — F 線断面矢示図である。

[図24] 図 2 1 中のG —G線断面矢示図である。

[図25] 本発明の更に別の実施形態を示す管の溶接装置の側面図である。

発明を実施するための形態
[0070] 以下に本発明の実施形態を説明する。

[0071 ] 本実施形態は溶接管を製造するものである。この製管装置は、図 9 〜 1 1

に示すように、上流側から下流側へ直列配置された B D スタン ド1 0 及び F

P スタン ド2 0 からなる成形装置を具備 している。 B D スタン ド1 0 の上流

側には、図示 していないが、 B D スタン ド1 0 へ向けてエン トリ一ガイ ド、

エッジベン ド、及び リバースベン ド用の各口一ルスタン ドが順に配置されて

いる。一方、 F P スタン ド2 0 の下流側には、図 1 4 に示すように、上流側

から下流側へ向けて S Z スタン ド4 0 とT Wスタン ド5 0 が順に配置されて

おり、これらは上流側の F P スタン ド2 0 と共に外面溶接装置を構成 してい

る。

[0072] B D スタン ド1 0 は、パスセンタ一を挟んで左右対称に対向配置された一

対の旋回ュニッ卜1 1 ， 1 1 と、パスセンタ一の下方に配置されたボ トム口

—ル群 1 2 とを有 しており、帯状またはシ一 卜状の成形素材を一対の旋回ュ

ニット1 1 ， 1 1 間を通過する間にボ トムロール群 1 2 と共同して平板状か

らオープンパイプにまで成形する。以下、パスセンタ一の方向 （管軸方向）

を y 方向、パスセンタ一の方向に直角な水平方向 （横幅方向）を X 方向、高

さ方向を z 方向と称す。また、図示の都合上、 B D スタン ド1 0 における一

対の旋回ユニット1 1 ， 1 1 は、中央部を省略することにより、寸法を y 方



向でのみ約 1 3 に短縮されている。

[0073] 個々の旋回ユニット1 1は、パスラインの方向 （y 方向）に長い長円形の

無限軌道上を無端ダイ列 1 1 a が旋回移動する構成である。具体的には、 y

方向に間隔をあけて配置された前後一対のスプロケッ卜ユニット1 1 b ， 1

b 間に前記無端ダイ列 1 1 a が張設されており、前後一対のスプロケット

ュニッ卜1 1 b ， 1 1 b の一方又は両方が回転駆動されることにより、前記

無端ダイ列 1 1 a は長円形の無限軌道上を旋回移動する。

[0074] 両側の旋回ュニッ卜1 1， 1 1は、図 1 0 及び図 1 1 に示されるように、

正面から見てV状に組み合わされており、近接対向側の直線軌道部間を成形

素材が通過する成形区間とすると共に、当該成形区間における両側の直線軌

道間の間隔が上流側から下流側へ向けて漸減するようにX 方向で傾斜配置さ

れている。

[0075] 前記無端ダイ列 1 1 a は、多数個の成形ダイ 1 1 c がダイホルダ一 1 1 d

を介して旋回方向に連結されることにより構成されている。個々の成形ダイ

c は、成形素材のエッジ部に係合する断面 L 状の成形孔型を旋回長円の

外側に向けており、成形素材のエッジ部に対する係合角度を変化させるベく

ダイホルダ一 1 1 d 内に揺動自在に支持されている。そして、各成形ダイ 1

c は、成形区間を移動するとき、その移動に伴って揺動角度を連続的に変

化させ、エッジ部に対する係合角度を変化させる。具体的には、成形区間の

上流側から下流側へ移動するにつれて、断面 L 状の成形孔型を徐々に下へ向

ける。

[0076] この角度変化のために、成形区間に沿って直線状の倣い軌道が配設されて

おり、ダイホルダ一 1 1 d の側には、倣い軌道をダイホルダ一 1 1 d が倣う

ことによる直線運動を成形ダイ 1 1 c の揺動運動に変換するラックアンドピ

二オンなどの変換機構が付設されている。

[0077] 両側の旋回ユニット1 1， 1 1は、図示されない可動架台上に設置されて

おり、可動架台の作動により、成形区間における両側の直線軌道間の間隔等

を自在に変化させる。



[0078] ここにおける成形ダイ 1 1 c は揺動することが大 きな特徴点であるので、

この成形ダイ 1 1 c を特 に揺動ダイ 1 1 c と称 し、 これが連結された無端ダ

ィ列 1 1 a を特 に揺動ダイ列 1 1 a と称する。

[0079] ボ トムロール群 1 2 は、 y 方向に配列された複数個の凹ロール 1 2 a か ら

なる。複数個の凹口一ル 2 1 は、成形区間を移動する成形素材を下方か ら支

持するものであ り、上流側か ら下流側へかけてロール面を大 きな半径の円弧

面か ら順次小さな半径の円弧面へ変化させると共に、その円弧状 口一ル面の

最底部の Z 方向 レベルを順次低下させている。ちなみに、両側の旋回ュニ ッ

卜1 1 ， 1 1 の y 方向における Z 方向 レベルは実質一定である。

[0080] B D スタン ド1 0 の次段に配置される F P スタン ド2 0 は、上ユニ ッ トに

旋回ユニ ッ ト2 1 、両側のサイ ドユニ ッ トにサイ ドユニ ッ トロール 2 2 ， 2

2 、下ユニ ッ トに同 じく下ユニ ッ トロール 2 3 を用いた 1 ユニ ッ ト、 3 口一

ル構成である。

[0081 ] 旋回ュニ ッ 卜2 1 は、図 1 2 に示すように、パスラインの方向 （y 方向）

に長い長円形の無限軌道上を無端ダイ列 2 1 a が旋回移動する構成であ り、

パスライン上に垂直に配置されることにより、 F P スタン ド2 0 を通過する

オープンパイプを上方か ら押圧する。すなわち、 y 方向に間隔をあけて配置

された前後一対の垂直なスプロケッ 卜ユニ ッ ト2 1 b ， 2 1 b 間に前記無端

ダイ列 2 1 a が張設されてお り、前後一対のスプロケッ 卜ユニ ッ ト2 1 b ，

1 b の一方又は両方が回転駆動 されることにより、前記無端ダイ列 2 1 a

はパスライン上の垂直な長円形の無限軌道上を旋回移動する。旋回ュニ ッ 卜

2 1 の長さは、 B D スタン ド1 0 における一対の旋回ユニ ッ ト1 1 ， 1 1 の

長さに比べて十分に小さ く設定されている。

[0082] 前記無端ダイ例 2 1 a は、多数個の成形ダイ 2 1 c がダイホルダ一 2 1 d

を介 して旋回方向に連結されることにより構成 されている。個 々の成形ダイ

2 1 c は、 B D スタン ド1 0 か ら排出されるオープンパイプの円弧に対応す

る円弧状の成形孔型を有すると共に、その成形孔型を旋回長円の外側 に向け

てお り、その成形孔型の周方向中央部 には、前記オープンパイプの両エ ッジ



間に嵌合するフィン 2 1 e を有 している （図 1 3 ( a ) 参照）。

[0083] 旋回ュニッ卜2 1 の下側部分、すなわちパスラインに沿った区間は成形区

間であり、この成形区間において、無端ダイ例 2 1 a の成形孔型内に、巨大

成形ロールと同じ直径の仮想円の円弧の一部と同じ曲率半径及び円弧長が付

与されるように、無限軌道を下方へ凸の状態に湾曲させている。旋回ュニッ

卜2 1 の上側部分については直線状でもよいが、ここでは下側部分と同様に

、無端ダイ例 2 1 a の成形孔型内に、巨大成形ロールと同じ直径の仮想円の

円弧の一部と同じ曲率半径及び円弧長が付与されるように、無限軌道を上方

へ凸の状態に湾曲させた。

[0084] 旋回ユニット2 1 における成形ダイ 2 1 c はフィン付きの成形孔型に大き

な特徴点があるので、この成形ダイ 2 1 c を特に孔型ダイ 2 1 c と称 し、 こ

れが連結された無端ダイ列 2 1 a を特に孔型ダイ列 2 1 a と称する。

[0085] サイ ドユニットロール 2 2 ，2 2 及び下ユニットロール 2 3 は、いずれも

凹ロールであり、 B Dスタン ド1 0 から排出されるオープンパイプの円弧に

対応する円弧状のロール面を有 している。

[0086] B D スタン ド1 0 における一対の旋回ユニット1 1， 1 1 と、次段の F P

スタン ド2 0 における旋回ュニッ卜2 1 とは近接側でオーバ一ラップしてい

る。具体的には、正面から見てV 字状に配置された一対の旋回ユニット1 1

， 1 の下流側の端部間 （すなわち下流側へ凸の円弧部間）に、パスセンタ

—の上側に垂直配置された旋回ュニッ卜2 1 の上流側の端部 （すなわち上流

側へ凸の円弧部）が干渉することなく揷入配置されている。そ して、旋回ュ

ニット1 1， 1 1 と旋回ユニット2 1 のオーバ一ラップ部 3 0 を含む相互近

接部分には、パスラインを両側から挟むようにサイ ドサポ一 トロ一ル 3 1，

3 1 が配置されると共に、前記パスラインの下側に位置 して 1 つの補助ボ 卜

厶ロ一ル 3 2 が配置されている。

[0087] サイ ドサポー トロール 3 1，3 1 は、ここではパスラインの方向 （y 方向

) に近接 して 2 対配置されている。両側のサイ ドサポ一 トロ一ル 3 1 , 3 1

は、 B Dスタン ド1 0 における一対の旋回ユニット間から排出されるォ一プ



ンパイプの両エッジ部近傍を両側から押圧する凹ロールであり、前記オーブ

ンパイプの上半部外面に対応する円弧状のロール面を有 している。補助ボ 卜

厶ロール 3 2 は、 B Dスタン ドにおけるボ トムロール群を下流側へ延長 した

サボ一 卜用の凹ロールであると同時に、前記オープンパイプの反りを矯正す

るための押 し上げローラであり、この押 し上げ及び押 し上げ量の調節のため

に昇降可能とされている。

[0088] F P スタン ド2 0 の次段に配置されたS Z スタン ド4 0 は、上下の 2 口一

ル 4 1 ， 4 1 及び左右の 2 ロール 4 2 からなる。 S Z スタン ド4 0 の上流側

( F P スタン ド2 0 との間）には、オープンパイプの両エッジ部を押圧する

左右一対のエッジ押さえロール 4 3 が配置されると共に、オープンパイプを

下方から支持する補助ボ トム口一ル 4 4 が昇降可能に配置されている。また

、 S Z スタン ド4 0 の下流側 （S Z スタン ド5 0 との間）には、オープンパ

ィプの両ェッジ部を押圧する左右一対のエツジ押さえ口一ル 4 3 が配置され

ている。エッジ押さえロール 4 3 ， 4 3 は、ここでは小径ローラを素管長手

方向に多数個並列配置 したケージロールである。

[0089] S Z スタン ド4 0 の次段に配置されるT Wスタン ド5 0 は、素管長手方向

に沿うように小径ローラを多数個並列配置 した口一ラビ一厶 5 1 を、ォ一プ

ンパイプの周方向の複数箇所に、半径方向の位置調節が可能に配置 した口一

ラビ一厶スタン ドであり、より具体的には、オープンパイプの円周上で頂上

部 （0 度）、肩部 （2 0 度）、サイ ド部 （9 0 度）、下部 （1 8 0 度）、サ

イ ド部 （2 7 0 度）、肩部 （3 4 0 度）の 6 箇所に配置される口一ラビ一厶

のうち、下部 （1 8 0 度）に配置される口一ラビ一厶をボ トムロール群 5 2

に置き換えると共に、頂上部 （0 度）の口一ラビ一厶 5 1 を短 くしてその下

流側に外面溶接用のT I G溶接 卜一チ 5 3 を配置 した構成である。

[0090] ボ トムロール群 5 2 は、他の 6 箇所の口一ラビ一厶 5 1 が全数小径である

のに対 し、全てに比較的大径のローラを用いており、且つ各ローラの移転軸

端にギヤを設けると共にローラ間に反転用ギヤを配置 し、全ての大径ローラ

が同方向に同期駆動されるように構成されている。このボ トムロール群 5 2



を駆動することで、 T Wスタン ド5 0 内にある素管 （オープンパイプ）に推

進力を与えることができる。

[0091 ] 次 に、本実施形態の成形装置及び溶接装置を用いて溶接管 を製造する方法

を、本実施形態の成形方法及び溶接方法 と して説明する。

[0092] 帯状 またはシ一 卜状の成形素材が図示されないェン 卜リ一ガイ ド、エ ツジ

ベ ン ド、 リバースベ ン ド用の各 ロールスタン ドを経て B D スタン ド1 0 に進

入する。 B D スタン ド1 0 においては、一対の旋回ユニ ッ ト1 1 ， 1 1 間の

成形区間を成形素材が通過する。 この間、成形素材は下方か らボ トムロール

群 1 2 で支持 されつつ、一対の旋回ュニ ッ 卜1 1 ， 1 1 における両側の揺動

ダイ 1 1 c ， 1 1 c により両エ ッジ部 を拘束され、両側の揺動ダイ 1 1 c ，

c と同期移動する。 このとき、両側の揺動ダイ 1 1 c ， 1 1 c は、断面

逆 L 状の成形孔型を徐 々に下へ向けるべ く下方へ揺動すると共に間隔を漸減

させる。 これにより、成形素材は成形区間を移動する間に平板か らオープン

パイプへ成形 される。

[0093] 成形素材が平板か らオープンパイプへ成形 される過程で成形材料の断面高

さが徐 々に大 きくなる。 この高さの増加 を吸収するために、ボ トムロール群

1 2 における複数の凹ロール 1 2 a は、上流側か ら下流側へ向けて支持 レべ

ルを徐 々 に低下させる。 また、素材の断面形状の変化、特 に底部の断面形状

の変化に合わせて、複数の凹ロール 1 2 a におけるロール面の円弧が徐 々に

小さ くなる。

[0094] B D スタン ド1 0 における一対の旋回ユニ ッ ト1 1 ， 1 1 間か ら排出され

るオープンパイプは、 F P スタン ド2 0 に進入 し、 ここを通過する。ォ一プ

ンパイプが F P スタン ド2 0 を通過するとき、そのオープンパイプは、両ェ

ッジ間にフ ィン 2 1 e を揷入された状態で、上側か らは巨大成形 ロールを仮

想 した旋回ュニ ッ 卜2 1 により押圧され、両側か らはサイ ドュニ ッ トロール

2 2 ， 2 2 により拘束され、下側か らは下ユニ ッ トロール 2 3 により拘束さ

れる。 これにより、オープンパイプはフィンパス工程 を終える。

[0095] フィンパス工程 を終えたオープンパイプは、 S Z スタン ド4 0 を通過 し、



更にT Wスタン ド5 0 において両エッジ突き合わせ部がT I G接接 卜一チ 5

3 により外面溶接されることにより溶接管とされる。

[0096] B D スタン ド1 0 からF Ρ スタン ド2 0 へオープンパイプが受け渡される

とき、オープンパイプは一時的に解放される。 しか し、 B Dスタン ド1 0 に

おける一対の旋回ユニット1 1， 1 1 とF Ρ スタン ド2 0 における旋回ュニ

ッ卜2 1 とは、その近接部分でオーバ一ラップしている。このため、オーバ

—ラップの解放期間は僅かとなる。加えて、旋回ュニッ卜1 1， 1 1 と旋回

ユニット2 1 とのオーバ一ラップ部分 3 0 において、オープンパイプは補助

ボ トム口一ル 3 2 により下方から支持されると共に、両側のエツジ部が 2 対

のサイ ドサポ一 トロール 3 1 , 3 1 により斜め上方から押圧される。このた

め、オープンパイプの一時的な解放による大きなスプリングパックは生 じな

し、。 したがって、成形がシー ト材の如き短尺材であっても、材料先端部及び

材料尾端部における成形性悪化、これによる材料ロスは最小となる。

[0097] B D スタン ド1 0 においては、ボ トムロール群 1 2 を構成する複数の凹口

—ル 1 2 a の材料支持 レベルが上流側から下流側にかけて徐々に下がるこ と

から、複数の凹ロール 1 2 a の材料支持点 （円弧状ロール面の最下部）を繋

ぐ線は下に凸の曲線となる。このため、 B Dスタン ド1 0 から排出されるォ

—プンパイプは上反りの傾向を示す。 B Dスタン ド1 0 における一対の旋回

ュニッ卜1 1， 1 1 とF P スタン ド2 0 における旋回ュニッ卜2 1 とのォ一

バ一ラップ部分 3 0 において、オープンパイプは補助ボ トムロール 3 2 によ

り下方から押圧され、この部分で 3 点曲げを受けるので、上反りを矯正され

る。特に、補助ボ トムロール 3 2 の昇降による微妙なレベル調整により、こ

の上反りを完全に解消することが可能となる。また、オープンパイプの真円

度を調整することができる。

[0098] これらに加え、 B Dスタン ド1 0 及び F P スタン ド2 0 においては、次の

作業を行うだけで広範囲の寸法の管成形に対応できる。

[0099] すなわち、 B Dスタン ド1 0 における一対の旋回ユニット1 1， 1 1 のパ

スラインに対する傾斜角調整を含む間隔調整、ボ トムロール群 1 2 における



凹 口一ル 1 2 a の変更及び支持 レベル調整、 F P スタン ド2 0 における旋回

ユニ ッ ト2 1 のダイ交換、一対のサイ ドユニ ッ トロール 2 2 ， 2 2 の交換及

び間隔調整、下ユニ ッ ト口一ル 2 3 の交換及び支持 レベル調整、並び に旋回

ユニ ッ ト1 1 ， 1 1 と旋 回ユニ ッ ト2 1 のオーバ一ラップ部分 3 0 における

サイ ドサポ一 トロール 3 1 , 3 1 の交換及び間隔調整、補助ボ トム ロール 3

2 の交換及び レベル調整な どである。

[01 00] 次 に、本発明の別の実施形態 を説明する。本実施形態の成形装置は、 F P

スタン ド2 0 の旋回ュニ ッ 卜2 1 における孔型ダイ 2 1 c か らフィン 2 1 e

を省略 し、代わ りに、図 1 3 ( b ) に示すように、 内面仮付 け溶接用の凹状

逃 げ部 2 1 f を、 フ ィン 2 1 e の位置、すなわち円弧状の成形孔型の周方向

中央部 に設 けることによ り、 F P スタン ド2 0 内でオープンパイプの両エ ツ

ジ部 を突 き合わせ る。

[01 0 1 ] また、 B D スタン ド1 0 内か らオープンパイプ内にマン ドレル を差 し込ん

で F P スタン ド2 0 内まで延長 し、 F P スタン ド2 0 内でオープンパイプの

両エ ッジ突 き合わせ部 を、 内面側か らレーザ一溶接で仮付 け溶接する （内面

仮溶接）。 F P スタン ド2 0 か ら出たオープンパイプに対 しては、 S Z スタ

ン ド4 0 を通過 した後、 T W ス タ ン ド5 0 にて外面溶接 を行 う。成形素材が

シ一 卜材の場合 は、外面溶接 をオ フラインで行 うのが合理的である。外面溶

接 をオ フ ラ イ ンで行 う場合 は、 T W ス タ ン ド5 0 及び S Z ス タ ン ド4 0 と T

W スタン ド5 0 との間のエ ッジ押 さえロール 4 1 は省略される。他 の構成 は

前述の実施形態 と実質的に同 じである。

[01 02] か くして、成形装置か ら、溶接管の製 品、或いは仮付 け溶接 を終えたォ一

プンパイプ、すなわち溶接管の半製 品が排 出される。

[01 03] ここにおける溶接法 と しては、 レーザ一溶接以外にも例 えばプラズマ溶接

、 T I G 溶接等が可能である。溶接の種類 によっては （例 えばプラズマ溶接

等では）、図 1 3 ( c ) に示すように、孔型ダイ 2 1 c か ら凹状逃 げ部 2 1

f を省略することも可能である。

[01 04] 本発 明の成形方法及び装置の特徴点を、実施形態 に基づいて列挙すると、



以下の とお りである。

[01 05] B D スタン ド1 0 においては、一対の旋回ユニ ッ ト1 1 ， 1 1 とボ トム 口

—ル群 1 2 との組合せ によ り効率的で成形性の良好な成形 を行 うことがで き

る。 また、 F P スタン ド2 0 においても、上ユニ ッ トに旋回ユニ ッ ト2 1 を

用い、両側のサイ ドュニ ッ 卜及び下ュニ ッ 卜に成形 ロール 2 2 ， 2 2 及び 2

3 を用いた構成 によ り、効率的で成形性の良好な成形 を行 うことがで きる。

これ らによ り、 ブ レークダウン開始か らフ ィンパス終 了までを僅か 2 スタン

ドで実施することがで き、 ライン長の大幅短縮が可能 になる。

[01 06] F P スタン ド2 0 においては、上ユニ ッ トに旋回ユニ ッ ト2 1 を用い、両

側のサイ ドュニ ッ 卜及び下ュニ ッ 卜に成形 ロール 2 2 ， 2 2 及び 2 3 を用い

た ことによ り、設備 を小 さ くで きる。サイズ変更に伴 う段取 り変えが容易で

ある。 B D スタン ド1 0 においても、サイズ変更に伴 う段取 り変えが容易で

ある。 これ らのために、 1 ラインで多品種の製 品を成形で き、設備 コス トの

大幅低減が可能 となる。

[01 07] B D スタン ド1 0 における一対の旋回ユニ ッ ト1 1 ， 1 1 と 「ロスタン ド

2 0 における旋回ュニ ッ 卜2 1 とをオーバ一ラップさせた上で、そのオーバ

—ラップ部分 3 0 に補助ボ トム ロール 3 2 と 1 対以上のサイ ドサポ一 トロ一

ル 3 1 ， 3 1 とを配置 したので、 B D スタン ド1 0 と F P スタン ド2 0 との

間でのオープンパイプのスプ リングバ ックを効果的に防止で きる。 このため

、成形素材 と してシー 卜材 を用いた場合 に特 に問題 となる材料先端部及び材

料尾端部でのタ レな どの非定常な変形 を抑 えることがで き、 これによ リシ一

卜材の成形 を可能 にすると共 に、両端部の変形 による材料 ロスをな くするこ

とがで きる。

[01 08] か くして、本実施形態の成形方法及び装置 によると、成形素材 と してシー

卜材 を用いた場合 に特 に問題 となる材料の先端部及び尾端部でのタ レな どの

非定常な変形 を抑 えつつ、少ない段数 （工程数、スタン ド数）で、 口径が数

インチか ら数十インチの丸管 を製造することがで きる。

[01 09] 加 えて、本実施形態の成形方法及び装置 によると、 B D スタン ド1 0 にお



ける一対の旋回ユニ ッ ト1 1 ， 1 1 と F P スタン ド2 0 における旋回ュニ ッ

卜2 1 とのオーバ一ラップ部分 3 0 に配置 した補助ボ トム ロール 3 2 を昇降

可能 と し、その レベル調整がで きるように した ことによ り、 B D スタン ド1

0 で材料 に発生する上反 りを効果的に防止することがで きる。補助ボ 卜厶 ロ

—ル 3 2 は、オーバ一ラップ部分 3 0 でのオープンパイプのスプ リングバ ッ

クを防止するだけでな く、そのオープンパイプの上反 り矯正に寄与するので

ある。 また、オープンパイプの真 円度 を調整することかで きる。

[01 10] しか も、 B D スタン ド1 0 での成形性がよ く、且つ F P スタン ド2 0 との

間での成形性の悪化 をオーバ一ラップ部分 3 0 によ り可及的に阻止すること

によ り、 F P スタン ド2 0 では旋回ュニ ッ 卜2 1 の孔型ダイ 2 1 c か らフィ

ン 2 1 e を省略することが可能 とな り、 これによ り、 F P スタン ド2 0 での

内面仮溶接 さえも可能 となる。そ して、 この F P スタン ド2 0 での内面仮溶

接 によ り、成形性 を更に高めることが可能 とな り、特 に薄肉材の成形可能限

界 を広げることがで きる。

[01 11] また、本実施形態の溶接方法及び装置 によると、 F P スタン ド2 0 におい

てはオープンパイプがオープンパイプの中心線方向 （ライン方向）及び円周

方向の 2 方向において確実 に保持 される。すなわち、 F P スタン ド2 0 は、

ライン方向の長 さが短い上 にオープンパイプの保持性が良好である。 このた

め、次段の S Z スタン ド4 0 にてオープンパイプの真 円度 を高めるだけで、

次段の T W スタン ド5 0 にてオープンパイプの両エ ッジ部 を外面溶接するこ

とが可能 となる。か くして、本実施形態の溶接方法及び装置 によると、成形

材料がシー ト材の場合 にも少ない段数 （工程数、スタン ド数）で高品質な溶

接管の製造が可能 となる。

[01 12] F P スタン ド2 0 においては、旋回ユニ ッ ト2 1 における各孔型ダイがフ

ィン付 きダイであるために、オープンパイプの円周方向の保持性が特 に良好

であ り、 この ことが T W スタン ド5 0 での溶接品質 に好影響 を与えているこ

とは言 うまでもない。 また、 S Z スタン ド4 0 おいて、上 ロール 4 1 をフィ

ン付 きロール とするな らば、 T W スタン ド5 0 に侵入するオープンパイプの



円周方向の保持性が更に良好 とな り、 T W スタン ド5 0 での外面溶接品質が

更に向上する。

[01 13] 本発 明の更に別の実施形態 を図 1 5 及び図 1 6 によ り説明する。本実施形

態は管の溶接装置 （外面溶接装置）であ り、 ここでは、図 1 4 に基本構成が

示 されたパイプミル に適用されている。 このパイプミルは、前述 した とお り

、上流側か ら下流側へ配置 された B D スタン ド1 0 、 F P スタン ド2 0 、 S

Z スタン ド4 0 及び T W スタン ド5 0 を備 えている。すなわち、 F P スタン

ド2 0 は、個 々の孔型ダイの孔型面 にフ ィン を設 けた旋回ュニ ッ 卜2 1 を備

えている。 また、 S Z スタン ド4 0 は、上下の 2 ロール 4 1 及び左右の 2 口

—ル 4 2 か らなる。

[01 14] 本実施形態の溶接装置が、図 1 4 のパイプミル に採用された溶接装置 と異

なるのは、 S Z スタン ド4 0 の絞 り位置 にオープンパイプの上側 内面及び下

側 内面 を当接支持する上下一対の内面支持 口一ラ 4 5 ， 4 5 が配置 されてい

ることである。

[01 15] 上下一対の内面支持 ローラ 4 5 ， 4 5 は、 B D スタン ド1 0 と F P スタン

ド2 0 とのオーバ一ラップ部分 3 0 か らオープンパイプ内に挿入されたマン

ドレル 6 0 によ り回転 自在 に支持 されている。すなわち、マン ドレル 6 0 は

、 B D スタン ド1 0 と S Z スタン ド2 0 とのオーバ一ラップ部分 3 0 か らS

Z スタン ド4 0 にかけて延在 してお り、その基端部が、オーバ一ラップ部分

3 0 に配置 されたサイ ドサポ一 トロール 3 1 の支持スタン ドに取付 け られて

いる。そ して、マン ドレル 6 0 の先端部 には、 S Z スタン ド4 0 内の上下一

対の内面支持 ローラ 4 5 ， 4 5 が回転 自在 に支持 されている。 いずれの 口一

ラも、マン ドレル 6 0 に対 してバネ又は油圧でオープンパイプの径方向に駆

動 される。

[01 16] S Z スタン ド4 0 の絞 り位置近傍 に内面支持 口一ラ 4 5 ， 4 5 を配置 して

成形 を実施すると、オープンパイプの溶接 される予定の両エ ッジ端面同士の

当接状態が良好 とな り、続いて実施 される T W スタン ド5 0 での外面溶接の

品質が一定で良好 となる。



[01 17] 本実施形態の溶接装置 においては、 内面支持 口一 ラ 4 5 ， 4 5 に加 えて、

或いは内面支持 ローラ 4 5 ， 4 5 に代 えて、 S Z スタン ド4 0 における上 口

—ラ 4 1 をフ ィン付 きローラとすることも、溶接品質 を高める上で有効であ

る。 S Z スタン ド4 0 における上 ローラ 4 1 をフィン付 きローラとすると、

S Z スタン ド4 0 におけるオープンパイプの円周方向の保持性が上が り、両

エ ッジ部のオーバ 一 ラップが防止されることによ り、 T W スタン ド5 0 での

外面溶接品質が更に向上する。

[01 18] S Z スタン ド4 0 の上 ロール 4 1 に設 け られたフィンは、オープンパイプ

の保持 に極めて有効なので、 内面支持 口一 ラ 4 5 ， 4 5 を省略することも可

能 となる。ちなみに、上側の内面支持 ローラ 4 5 は、上 ローラ 4 1 との間に

オープンパイプの両エ ッジ部 を挟持することによ り、両エ ッジ部 を拘束する

[01 19] 本発 明の更に別の実施形態 を図 1 7 〜図 2 0 によ り説明する。本実施形態

は管の溶接装置 （外面溶接装置）であ り、 ここでは、図 1 5 及び図 1 6 に示

した実施形態 と同様、図 1 4 に基本構成が示 されたパイプミル に適用されて

いる。

[01 20] 本実施形態の溶接装置が、図 1 4 のパイプミル に採用された溶接装置 と異

なるのは、 S Z スタン ド4 0 の絞 り位置 に、オープンパイプの上側 内面及び

下側 内面 を当接支持する上下一対の内面支持 口一 ラ 4 5 ， 4 5 が配置 されて

いること、並び に F P スタン ド2 0 の絞 り位置か らその上流側 にかけて、ォ

ープンパイプの上側 内面及び下側 内面 を当接支持する上下一対の内面支持 口

—ラ 2 5 ， 2 5 (図 1 8 ) 、 オープンパイプの上側 内面 を当接支持するフィ

ン付 き内面支持 ローラ 2 6 (図 1 9 ) 、及びオープンパイプの上側 内面 を当

接支持する内面支持 ローラ 2 7 (図 2 0 ) を配置 していることである。

[01 2 1 ] F P スタン ド2 0 の旋回ュニ ッ 卜2 1 を構成する孔型ダイはフィン付 きで

ある。

[01 22] これ らの内面支持 ローラは、 B D スタン ド1 0 と F P スタン ド2 0 とのォ

—バ一ラップ部分 3 0 か らオープンパイプ内に挿入されたマン ドレル 6 0 に



よ り回転 自在 に支持 されている。すなわち、マン ドレル 6 0 は、 B D スタン

ド1 0 と F P スタン ド2 0 とのオーバ 一 ラップ部分 3 0 か らS Z スタン ド4

0 にかけて延在 してお り、その基端部が、オーバ 一 ラップ部分 3 0 に配置 さ

れたサイ ドサポ一 トロール 3 1 の支持スタン ドに取付 け られている。そ して

、 マ ン ドレル 6 0 の先端部 には、 S Z ス タ ン ド4 0 内の上下一対の内面支持

ローラ 4 5 ， 4 5 が回転 自在 に支持 され、基端部近傍 には、 F P スタン ド2

0 内の上下一対の内面支持 ローラ 2 5 ， 2 5 、 フィン付 き内面支持 ローラ 2

6 、及び内面支持 ローラ 2 7 が回転 自在 に支持 されている。 いずれの ローラ

も、マン ドレル 6 0 に対 してバネ又は油圧でオープンパイプの径方向に駆動

される。

[01 23] F P スタン ド2 0 の絞 り位置近傍 に上下一対の内面支持 口一 ラ 2 5 ， 2 5

及び フ ィン付 き内面支持 口一 ラ 2 6 を配置 し、且つ S Z ス タ ン ド4 0 の絞 り

位置近傍 に内面支持 口一ラ 4 5 ， 4 5 を配置 して成形 を実施すると、 F P ス

タン ド2 0 におけるサイジング機能 とオープンパイプの ロー リング防止効果

とが相乗することによ り、オープンパイプの溶接 される予定の両ェ ッジ端面

の突 き合わせ位置が所定 どお り保持 されて成形品質が向上 し、前述の S Z ス

タン ド4 0 における内面支持 ローラ 4 5 ， 4 5 による効果 と相 まって、続い

て実施 される T W スタン ド5 0 での外面溶接の品質が更に一段 と一定で良好

となる。

[01 24] F P スタン ド2 0 における内面支持 ローラについては、上下一対の内面支

持 口一 ラ 2 5 ， 2 5 が必須であ り、その上流側 に上側 内面用のフィン付 き内

面支持 ロー ラ 2 6 を組み合わせ るのが好 ま しく、その更に上流側 に上側 内面

用の内面支持 ロー ラ 2 7 を組み合わせ るのが更に好 ま しい。

[01 25] また、 S Z スタン ド4 0 における内面支持 ローラ 4 5 ， 4 5 の うち、上側

内面用の内面支持 ローラ 4 5 はフィン付 きローラとすることがで きる。 S Z

スタン ド4 0 の上 ロール 4 1 もフィン付 きロール とすることがで きるが、そ

の場合 は、上側 内面用の内面支持 ローラ 4 5 はフィンな しローラとする。

[01 26] 本発明の更に別の実施形態 を図 2 5 によ り説明する。本実施形態は管の溶



接装置 （外面溶接装置）であ り、 ここでは、図 1 5 及び図 1 6 に示 した実施

形態、及び図 1 7 〜図 2 0 に示 した実施形態 と同様、図 1 4 に基本構成が示

されたパイプミル に適用されている。

[01 27] 本実施形態の溶接装置が、図 1 4 のパイプミル に採用された溶接装置 と異

なるのは、外面溶接手段 を、 T W スタン ド5 0 か ら、 F P スタン ド2 0 と S

Z スタン ド4 0 との間に配置 された S Q スタン ド7 0 に変更 した点である。

すなわち、 F P スタン ド2 0 の次段 に S Q スタン ド7 0 が配置 され、その次

段 に S Z スタン ド4 0 が配置 されている。

[01 28] S Q スタン ド7 0 は、 ここではラインに沿 って 2 段 に配置 された 3 方 口一

ル ス タ ン ドと、 3 方 口一ル ス タ ン ド間において上側か らロール 絞 り位置 に向

けて配置 された溶接 トーチ とを備 えている。 3 方 ロールスタン ドは、ォ一プ

ンパイプを下か ら支持する下 ロール 7 1 と、オープンパイプの両エ ッジ部近

傍 を斜め上か ら押圧する左右の上 口一ル 7 2 とか らなる。

[01 29] S Z スタン ド7 0 と しては、図示の ロール型の他、一対の旋回ユニ ッ トを

ライン両側 に水平 に配置 して、オープンパイプを両側か ら支持する形式や、

特許文献 1 の図 1 0 に開示 された形式のものを採用することがで きる。溶接

卜一チ と しては、 レ一ザ一溶接式、 プラズマ溶接式、 T I G 溶接式等 を使用

で き、溶接 卜一チに代 えて電気抵抗溶接装置 を用いることもで きる。

[01 30] 本実施形態の溶接装置 においては、 B D 成形 を終えたオープンパイプが F

P スタン ド2 0 で保持整形 され、次段の S Q スタン ド7 0 で両ェ ッジ部が突

き合わされて外面溶接 された後、次段の S Z スタン ド4 0 で整形 されて溶接

管 とされることによ り、成形材料がコイル材である場合 は勿論、 シ一 卜材で

ある場合 にも、少ない段数 （工程数、スタン ド数）で高品質な溶接管の製造

が可能 となる。

[01 3 1 ] ここにおける F P スタン ド2 0 の旋回ュニ ッ 卜2 1 を構成する孔型ダイは

フ ィン付 きである。 S Z ス タ ン ド4 0 の上 ロール は、溶接 を終えたパイプが

通過するのでフィンな しである。

[01 32] 本発 明の更に別の実施形態 を図 2 1 〜図 2 4 によ り説明する。本実施形態



は管の溶接装置 （内面仮溶接装置）であ り、 ここでは、図 1 5 及び図 1 6 に

示 した実施形態、図 1 7 〜図 2 0 に示 した実施形態、及び図 2 5 に示 した実

施形態 と同様、図 1 4 に基本構成が示 されたパイプミル に適用されている。

[01 33] 本実施形態の溶接装置が、図 1 4 のパイプミル に採用された溶接装置 と異

なるのは、 F P スタン ド2 0 を、旋回ユニ ッ ト2 1 における各孔型ダイ 2 1

c の孔型面か らフィンが排除されたスクイズ型 F P スタン ドに変更 している

こと （図 1 3 ( c ) 参照）、そのスクイズ型 F P スタン ド2 0 の絞 り位置か

らその上流側 にかけて、オープンパイプの上側 内面及び下側 内面 を当接支持

する上下一対の内面支持 ローラ 2 5 ， 2 5 (図 2 2 、 図 2 3 ) 、オープンパ

イブの上側 内面 を当接支持するフィン付 き内面支持 口一ラ 2 6 (図 2 4 ) 、

及びオープンパイプの上側 内面 を当接支持する内面支持 口一ラ 2 7 を配置 し

ていること、スクイズ型 F P スタン ド2 0 内にオープンパイプの内面仮溶接

用の溶接 卜一チ 2 8 (図 2 2 ) を配置 し、外面溶接手段 （T W スタン ド5 0

、 S Q スタン ド7 0 ) を省略 していることである。

[01 34] ス クイズ型 F P スタン ド2 0 内の内面支持 ローラについては、上下一対の

内面支持 口一ラ 2 5 ， 2 5 の うち、上側の内面支持 口一ラ 2 5 は絞 り位置の

上流側 に変位 し （図 2 3 ) 、下側の内面支持 口一ラ 2 5 は絞 り位置 に配置 さ

れている （図 2 2 ) 。 また、 フィン付 き内面支持 ローラ 2 6 は上側の内面支

持 口一ラ 2 5 の上流側 に、 内面支持 口一ラ 2 7 はフィン付 き内面支持 口一ラ

2 6 の更に上流側 にそれぞれ位置 している。そ して、 内面溶接用の溶接 卜一

チ 2 8 は、上側の内面支持 ローラ 2 5 が変位 して形成 された空 きスペース （

絞 り位置の上側 内面）に対 して配置 されている （図 2 2 ) 。

[01 35] これ らの内面支持 ローラは、 B D スタン ド1 0 とスクイズ型 F ロスタン ド

0 とのオーバ一ラップ部分 3 0 か らオープンパイプ内に挿入されたマン ド

レル 6 0 によ り回転 自在 に支持 されている。すなわち、マン ドレル 6 0 は、

B D スタン ド1 0 とスクイズ型 F P スタン ド2 0 とのオーバ一ラップ部分 3

0 か ら、スクイズ型 F P スタン ド2 0 の絞 り位置 にかけて延在 してお り、そ

の基端部が、オーバ一ラップ部分 3 0 に配置 されたサイ ドサポ一 トロール 3



1 の支持スタン ドに取付けられている。そ して、当該マン ドレル 6 0 には、

スクイズ型 F Pスタン ド2 0 内の上下一対の内面支持ローラ2 5 ， 2 5 、フ

イン付き内面支持口一ラ2 6 、及び内面支持口一ラ2 7 が回転自在に支持さ

れている。いずれのローラも、マン ドレル 6 0 に対 してバネ又は油圧でォ一

プンパイプの径方向に駆動される。

[01 36] スクイズ型 F Pスタン ド2 0 の絞り位置に内面溶接用の溶接 卜一チ 2 8 を

配置 し、絞り位置から下流側にかけて上下一対の内面支持口一ラ2 5 ， 2 5

、フィン付き内面支持口一ラ2 6 、及び内面支持口一ラ2 7 を配置 して成形

を実施すると、スクイズ型 F Pスタン ド2 0 におけるサイジング機能とォ一

プンパイプの口一リング防止効果とが相乗することにより、オープンパイプ

の溶接される予定の両ェッジ端面の突き合わせ位置が所定どおり保持される

と共に、溶接シ一厶位置が一定に保持される結果、極めて品質の高い内面仮

溶接が実施される。

[01 37] 内面仮溶接を終えたパイプは、 S Z スタン ド4 0 の下流側に配置されたT

Wスタン ド5 0 等による外面溶接により、オンラインで溶接管とすることか

できる。また、オフラインで外面溶接を行って溶接管とすることも可能であ

る。

[01 38] スクイズ型 F Pスタン ド2 0 における内面支持ローラについては、上下一

対の内面支持口一ラ2 5 ， 2 5 が好ましく、その上流側に上側内面用のフィ

ン付き内面支持ローラ2 6 を組み合わせるのが更に好ましく、その更に上流

側に上側内面用の内面支持ローラ2 7 を組み合わせるのが更に好ましい。

[01 39] 内面溶接用の溶接 卜一チ 2 8 については、ここではレーザ一照射式が使用

されているが、プラズマ、 T I G等の公知のいずれも使用可能である。

[0140] 実施例 1

材質がステンレス鋼、普通鋼、高張力鋼であり、サイズが口径38. 1mm〜 114

. 3mm、板厚0. 5mm〜6. 0mmの範囲内である各種の丸管が製造可能な兼用4ィンチ

パイプミルを想定 して、材料の入り側から、エン トリ一ガイ ドスタン ド、ェ



ッジベ ン ドロール ス タ ン ド、 リバ ー スベ ン ドロール ス タ ン ド、 0DF/BD ス タ ン

ド、 0DF/FP スタン ド、サイジングロ一ルスタン ド、 スクイズ 口一ラ ビ一ムス

タン ドが順 に配置 される構成 を採用 し、更 に市販 の 3DCADソ フ 卜並び に発 明者

が設計 した独 自の 自動設計及び FEM解析 ソフ 卜を用いて、各 スタン ドの機器 を

十し

[0141 ] エ ン トリ一ガイ ドスタン ドは、公知のサイ ドロール と上下 ロール を組合せ

た構成 と した。 ェ ッジべ ン ド口一ル ス タ ン ドは、材料幅方向に拡縮 と高 さ方

向に移動及び回動可能な一対の上 ロール と材料幅方向に拡縮 と高 さ方向に移

動可能な一対の下 ロール とを組合せて、全 ての 口径 に対 して兼用で きる構成

と した。 リバースベ ン ドロールスタン ドは、公知のサイ ドロール と上下 口一

ル を組合せた構成 と した。

[0142] 0DF/BD ス タ ン ド及び 0DF/FP ス タ ン ドにおいては、前述の実施態様 で説明 し

た構成、特 に基本的な構造 と して、多数 の小 さなボールが楕 円軌道 内を走 る

ボールベ ア リングを当該ュニ ッ 卜内に内蔵 して、旋 回ュニ ッ 卜の旋 回を支持

する軌道構造 を採用 し、且つ各 ダイの揺動 を行な う機構 と して、 スイングァ

— 厶 ア ン ドピニオ ン を採用 して、装置全体の小型化 を図 った。 また、 BDス タ

ン ドとFPスタン ドの近接配置、並び にサイ ドサボ一 トロ一ル、補助ボ トム 口

—ル も同様 の構成 の ものを採用 した。

[0143] サ イ ジングロ一ルスタン ドは、公知の上下 ロール を組合せた構成 と した。

スクイズ 口一 ラ ビ一ムスタン ドは、成形 した素管 を短 円筒状 の フ レ一厶内に

揷通 して これを保持 すべ く、素管長手方向に沿 うように小径 ロー ラ を多数個

並列配置 した 口一 ラ ビ一厶を、 円周上で頂上部 （0度 )、肩部 (20 度 )、サ イ ド部

(90 度 )、下部 （1 80度 )、サ イ ド部 (270 度 )、肩部 (340 度）の6箇所 に、短 円筒状

の フ レー ム の半径方向に位置調整可能 に配置 した構成 を採用 し、頂上部 の 口

—ラ ビ一厶は短 くその下流 直近 にTIG 溶接機 を配置 した。

[0144] かかる設計 に基 づいて実際 に実機 を製造 した結果、 エ ン トリ一 ガイ ドス タ

ン ドEGスタン ドか らスクイズ 口一 ラスタン ドSQスタン ドまでのライン長 さが

僅 か 5mの4ィンチ用パ イプミル を得 た。



[ 0 145] ODF/BD ス タ ン ドは、 x 方 向 （w) 2920mm 、 y方 向 2 5 10mm、 z方 向 （h) 2950mm 、

BD旋 回 ュ ニ ッ 卜は、 x 方 向 7 10mm、 y方 向 2500mm 、 z方 向 300mm 、 重 量 1990kg 、

ODF/FP ス タ ン ドは、 x 方 向 1300mm 、 y方 向 955mm 、 z方 向 1600mm 、

FP旋 回 ュ ニ ッ 卜は、 x 方 向 2 10mm、 y方 向 930mm 、 z方 向 465m 、 重 量 405kg で あ つ

た。

[ 0 146] 成 形 素 材 と して は、 材 質 及 び板 厚 み t が以 下 の 6種 類 で、 板 幅 が 口径 45mm 相

当及 び 口径 1 14 . 3mm相 当で あ る コイル 材、 並 び にシ一 卜材 （長 さ 1 . 5 〜 4m) を

用 いた。

[ 0 147] SUS304 、 t 0 . 7 隱 、

X65 〜 7 0相 当材 (YS=544MPa) 、 t 1 . 0mm

X 12 0相 当材 （YS=897MPa)、 t 1 . 0mm

X 10 0相 当材 （YS=76 1MPa ) 、 t2. 0mm

SS400 (YS=308MPa ) 、 t3. 2mm

SS400 (YS=32 1MPa ) 、 t4. 5mm

[ 0 148] まず、 コイル 材 に よ り、 材 質 が 6種 類 、 口径 が 2種 の合 計 12種 の丸管 を成 形

製 造 した。 いず れ の場合 も、 設 計 どお りの 口径 、 真 円度 、 真 直度 の丸管 が製

造 で きた。

[ 0 149] 次 に、 長 さが 1 . 5 m、 2 . 0 m 4 . 0 mで あ り、 材 質 及 び板 厚 み t が前 記 6種 類 、 板

幅 が前 記 2 種 類 で あ るシ一 卜材 を用 いて、 合 計 3 6 種 類 の丸管 を成 形製 造 し

た。 な お、 シ一 卜材 の場合 は、 溶 接 性 を向上 させ るため に、 先端 部 の エ ッジ

部 先 にタ ブを接 続 す る対策 を採 用 した。 いず れ の長 さの シ一 卜材 で あ って も

、 得 られ た丸管 の先端 部 及 び末 端 部 にタ レ等 の変形 は発 生せ ず、 設 計 どお り

の 口径 、 真 円度 、 真 直度 の丸管 が製 造 で きた。

[ 0 150] な お、 上 述 の製 造 時 にお け る各 工程 で の成 形 荷 重 等 の実測 値 は、 FEM解 析 ソ

フ 卜を用 いた設 計 時 の計 算値 とほ ぼ一致 した こ とを確 認 した。

[ 0 15 1 ] 実施 例 2

実施 例 1にお け る 0DF/FP ス タ ン ドの旋 回 ュ ニ ッ 卜の金 型 は、 図 5 (a) に示 す フ

インを有 す る もの で あ つた が、 実施 例 2 で は、 図 5 (c) に示 す フ ィンな しの断



面 半球 面 座状 の金 型 を用 いた。 さ らに、 0DF/BD ス タ ン ドと0DF/FP ス タ ン ドの

間 で、 0DF/BD の旋 回 ュ ニ ッ 卜の リター ン部 の 直上部 位 置 に別 の ス タ ン ドを配

置 し、 こ こか らL字状 の マ ン ドレル を垂 下 して素管 内 に揷 通 し、 そ の マ ン ドレ

ル の先端 を 0DF/FP ス タ ン ドの成 形 区間位 置 の 内部 に導 くこ とで、 レ一ザ 一 卜

- チ が上 向 きに取 付 け られ た YAG パ ル ス フ ァイバ 一 レ一ザ 一溶 接機 を配 置 した

。 した が って、 この 0DF ス タ ン ドをODF/we Ld ス タ ン ドと呼ぶ 。

[ 0 152] か か る構 成 に よ り、 BDス タ ン ドで丸管 へ と成 形 を完 了 した 直後 、 ODF/we Ld

ス タ ン ドの断面 半球 面 座状 の金 型 内 に拘 束 され て い る時 に、 レ一ザ 一溶 接機

にて管 内面 か らスポ ッ ト溶 接 にて仮 溶 接 を実施 で きる。 そ の後 は、 実施 例 1

と同様 にサ イ シ ング工程 、 外面 か らの溶 接 工程 を実施 で きる。

[ 0 153] 実施 例 1 で用 いた長 さが 1 . 5 m、 2 . 0 mで、 材 質 が X 12 0相 当 （t 1 . 0mm ) 、 板 幅 が

口径 45mm 相 当及 び 口径 1 14 . 3mm相 当で あ るシ一 卜材 を用 いて、 合 計 4 種 の丸管

、 す なわ ち 内面仮 溶 接 及 び 外面溶 接 を施 した丸管 を成 形製 造 した。 いず れ の

長 さの シー 卜材 で あ って も、 管 先端 部 及 び管 末 端 部 に垂 れ等 の変形 は発 生せ

ず、 内外面 の溶 接 も良 好 で、 設 計 どお りの 口径 、 真 円度 、 真 直度 を有 す る丸

管 が製 造 で きた。

[ 0 154] 実施 例 3

材 質 が X65 〜70 相 当 （YS=544MPa)、 X 10 0相 当 （YS=76 1MPa ) 、 X 12 0相 当 （YS=897M

Pa ) 、 口径 が 323. 9mn！〜 762. 0mm、 板 厚 み が 4 . 8mn！〜 25. 4mmの範 囲 で あ る種 々サ

ィズ の AP I 管 が製 造 可 能 な兼 用 3 0 ィ ンチパ イ プ ミル を想 定 して、 材料 の入 り側

か ら、 エ ン トリ一 ガ イ ドス タ ン ド、 エ ッジベ ン ドロール ス タ ン ド、 リバ ー ス

ベ ン ドロール ス タ ン ド、 0DF/BD ス タ ン ド、 ODF/we Ld ス タ ン ド、 サ イ ジ ング ロ

—ル ス タ ン ド、 ス クイズ 口一 ラ ビ一 ム ス タ ン ドが順 に配 置 され る構 成 を採 用

し、 実施 例 1 と同様 に、 市販 の 3DCAD ソ フ ト並 び に発 明者 が設 計 した独 自の 自

動 設 計 及 び FEM解 析 ソ フ 卜を用 いて、 各 ス タ ン ドの機 器 を設 計 した。

[ 0 155] か か る設 計 の結 果、 EGス タ ン ドか らSQス タ ン ドまで の ライ ン長 さが 38m の 3 0

イ ンチ用パ イ プ ミル を得 た。

[ 0 156] 0DF/BD ス タ ン ドは、 x 方 向 （w) 10 m、 y方 向 20m 、 z方 向 （h) 6 . 8 m、



BD旋 回ュニ ッ 卜は、 X方 向 2m、 y方 向 15m、 z方 向 1 . 2 m、重量 12 7 t o n、

0DF/FP スタ ン ドは、 x方 向 4 . 5m、 y方 向 3 . 9m、 z方 向 6 . 5m、

FP旋 回ユニ ッ トは、 x方 向 1 . 0m、 y方 向 3 . 9m、 z方 向 2 . 1m、重量 28t o nであ った

[ 0 157] シ ユミ レ一シ ヨンソフ 卜とFEM解析 ソフ 卜を用 いた設計時の計算値 か ら、 X 1

2 0相 当材 （YS=897MPa) で、 口径 323. 9mm、板厚 み 19 . 1mmの丸管、及び 同 じ材質

で、 口径 762. 0mm、板厚 み 25. 4mmの丸管 が製 造 で きる ことを確 認 した。

[01 58] 実施例 4

図 1 4 に基本構造 を示 す 4 イ ンチパ イ プミル において、 図 1 5 及び 図 1 6

に示 す溶接装置 を使 用 して実際 に溶接丸管 を成形製 造 した。パ イ プミル は、

上流側 か ら下流側 にか けて順 に配置 された B D ス タ ン ド 1 0 、 F P ス タ ン ド

2 0 、 S Z スタ ン ド4 0 及び T W スタ ン ド5 0 を備 えてお り、材質 がステ ン

レス鋼、普通鋼、 高張力鋼 で、 口径 が 3 8 . 1 〜 1 1 4 . 3 m m、板厚 が 0

. 5 〜 6 . 0 m m の範 囲内であ る各種 の丸管 を製 造可能 であ る。

[01 59] そ して、 B D スタ ン ド1 0 と F P スタ ン ド2 0 のオーバ 一 ラ ップ部分 3 0

か らオー プンパ イ プ内に挿 入 されたマ ン ドレル 6 0 を用 いて、 S Z スタ ン ド

4 0 内の 4 方 ロール の軸芯 が揃 う絞 り位置 に、 オ ー プンパ イ プの上側 内面及

び下側 内面 を当接支持 す る上下一対 の内面支持 口一 ラ 4 5 ， 4 5 を配置 した

。 内面支持 ロー ラ 4 5 ， 4 5 は、パ ネによ りオー プンパ イ プの径方 向 に昇降

可能 と した。

[01 60] 成形素材 と して、板幅 が 口径 1 1 4 . 3 m m相 当、材質 が X 1 2 0 相 当 （

Y S = 8 9 7 M P a ) であ って、板厚 t が 1 . O m m、 2 . O m m であ る 2

種類 の コイル材 を用 い、 T W スタ ン ド5 0 には T I G 溶接機 を配置 して、板

厚 が異 な る 2 種類 の溶接丸管 を成形製 造 した。 S Z スタ ン ド4 0 の絞 り位置

に上下一対 の内面支持 ロー ラ 4 5 ， 4 5 を配置 した ことによ り、 オー プンパ

ィ プの溶接 予定の両 エ ッジ端面 同士の当接状態 が良好 にな り、 外面溶接 の品

質 が一定で良好 に保持 された結果、 いずれ も設計 どお りの 口径、真 円度、真

直度 をもつ溶接丸管 が製 造 で きた。



[01 6 1 ] 実施例 5

実施例 4 で用いた溶接装置 を図 1 7 〜図 2 0 に示すものに交換 した。

[01 62] すなわち、 B D スタン ド1 0 と F P スタン ド2 0 のオーバ一ラップ部分 3

0 か らオープンパイプ内に挿入されたマン ドレル 6 0 を用いて、 S Z スタン

ド4 0 内の 4 方 ロールの軸芯が揃 う絞 り位置 に、オープンパイプの上側 内面

及び下側 内面 を当接支持する上下一対の内面支持 ローラ 4 5 ， 4 5 を配置す

ると共 に、 F P スタン ド2 0 内の絞 り位置か らその上流側 にかけて、ォ一プ

ンパイプの上側 内面及び下側 内面 を当接支持する上下一対の内面支持 ローラ

2 5 ， 2 5 、オープンパイプの上側 内面 を当接支持するフ ィン付 き内面支持

ローラ 2 6 、及びオープンパイプの上側 内面 を当接支持する内面支持 ローラ

2 7 を配置 した。 内面支持 ローラ 4 5 ， 4 5 並び に 2 5 ， 2 5 、 2 6 及び 2

7 はいずれもパネによ りオープンパイプの径方向に昇降可能 と した。

[01 63] 板幅が口径 1 1 4 . 3 m m相 当、材質が X 1 2 0 相 当 （Y S = 8 9 7 M P

a ) であ って、板厚 t が 1 . O m m、 2 . 0 m m であるコイル材 を用い、 T

W スタン ド5 0 には T I G 溶接機 を配置 して、板厚が異なる 2 種類の溶接丸

管 を成形製造 した。

[01 64] S Z スタン ド4 0 の絞 り位置 に上下一対の内面支持 口一ラ 4 5 ， 4 5 を配

置 した ことに加 え、 F P スタン ド2 0 の絞 り位置 に上下一対の内面支持 口一

ラ 2 5 ， 2 5 、上側 内面用のフィン付 き内面支持 口一ラ 2 6 、及び上側 内面

用の内面支持 ローラ 2 7 を配置 した ことによ り、 F P スタン ド2 0 における

サイジング機能 とオープンパイプの ロー リング防止効果 とが相乗することに

よ り、オープンパイプの溶接 される予定の両エ ッジ端面の突 き合わせ位置が

所定 どお り保持 されて成形品質が向上 し、更に S Z スタン ド4 0 における内

面支持 ローラ 4 5 ， 4 5 による効果が加わることによ り、 T W スタン ド5 0

での外面溶接の品質が更に一段 と一定で良好 とな り、 いずれの場合 も設計 ど

お りの口径、真 円度、真直度 をもつ溶接丸管が製造で きた。

[01 65] 実施例 6

実施例 4 で用いた溶接装置 を図 2 1 〜図 2 4 に示すものに交換 した。



[01 66] すなわち、 F P スタン ド2 0 を、旋回ユニ ッ ト2 1 における各孔型ダイ 2

1 c の孔型面か らフィンが排除されたスクイズ型 F P スタン ドに変更 した。

また、 B D スタン ド1 0 とスクイズ型 F P スタン ド2 0 のオーバ一ラップ部

分 3 0 か らオープンパイプ内に挿入されたマン ドレル 6 0 を用いて、スクイ

ズ型 F P スタン ド2 0 内の絞 り位置 に内面溶接用の溶接 卜一チ 2 8 を配置 し

、更にその絞 り位置か らその上流側 にかけて、オープンパイプの上側 内面及

び下側 内面 を当接支持する上下一対の内面支持 ローラ 2 5 ， 2 5 、オープン

パイプの上側 内面 を当接支持するフィン付 き内面支持 口一ラ 2 6 、及びォ一

プンパイプの上側 内面 を当接支持する内面支持 口一ラ 2 7 を配置 した。

[01 67] 溶接 卜一チ 2 8 は、スクイズ型 F P スタン ド2 0 内のサイ ドユニ ッ ト口一

ル による絞 り点に、上向 きで 2 ビ一厶を照射で きる レーザ一 卜一チであ り、

Y A G パルスファイバ一 レ一ザ一溶接機 に装備 されたものである。 内面支持

ローラ 2 5 ， 2 5 、 2 6 及び 2 7 はいずれもパネによ りオープンパイプの径

方向に昇降可能 と した。

[01 68] 板幅が口径 1 1 4 . 3 m m相 当、材質が X 1 2 0 相 当材 （Y S = 8 9 7 M

P a ) であ って、板厚 t が 1 . O m m、 2 . 0 m m であるコイル材 を用い、

T W スタン ド5 0 には T I G 溶接機 を配置 して、板厚が異なる 2 種類の溶接

丸管 を成形製造 した。

[01 69] ス クイズ型 F P スタン ド2 0 におけるサイジング機能 とオープンパイプの

口一 リング防止効果 とが相乗することによ り、オープンパイプの溶接 される

予定の両エ ッジ端面の突 き合わせ位置が所定 どお り保持 されると共 に、溶接

シ一厶位置が一定に保持 される結果、極めて品質の高い内面溶接管が製造 さ

れた。

[01 70] S Z スタン ド4 0 の下流側 に T W スタン ド5 0 を配置 して、 内面溶接 に続

いて外面溶接 を実施 した。 2 m長 さの鋼管が製造で きた。

[01 7 1 ] 実施例 7

図 1 4 に基本構成 を示す 4 インチパイプミル において、旋回ュニ ッ 卜2 1

の金型 に図 1 3 ( a ) の フィン 2 1 a を有するものを用い、 S Z スタン ド4



0 には、その上下一対の ロール 4 1 の うち、上 ロール 4 1 に前記金型断面 と

同様形状のス ィンを有するロール を用いた。

[01 72] このパイプミルは、上流側か ら下流側 にかけて順 に配置 された B D スタン

ド1 0 、 F P スタン ド2 0 、 S Z スタン ド4 0 及び T W スタン ド5 0 を備 え

てお り、材質がステ ン レス鋼、普通鋼、高張力鋼で、 口径が 3 8 . 1 〜 1 1

4 . 3 m m、板厚が 0 . 5 〜 6 . 0 m m の範囲内である各種の丸管 を製造可

能である。

[01 73] そ して、成形素材 と して、板幅が口径 1 1 4 . 3 m m相 当、長 さが 1 . 5

m と 2 . 0 、板厚 が 1 . 0 m m、材質が X 7 0 相 当材 （Y S = 5 4 4 M

P a ) であるシ一 卜材 を用い、 丁 スタン ド5 0 には 丁 I G 溶接機 を用いて

、長 さが異なる 2 種類の高張力鋼溶接丸管 を製造 した。

[01 74] また、成形素材 と して、板幅が口径 1 1 4 . 3 m m相 当、長 さが 1 . 5 m

と 2 . O m、板厚 t が 0 . 7 m m、材質が S U S 3 0 4 であるシ一 卜材 を用

し、、 T W ス タ ン ド5 0 には T I G 溶接機 を用いて、長 さが異なる 2 種類のス

テ ン レス鋼溶接丸管 を製造 した。

[01 75] S Z スタン ド4 0 の上 ロール 4 1 にフィン付 きロール を用いた ことによ り

、成形素材がシ一 卜材であるにもかかわ らず、先端ェ ッジ部 にタブを接続せ

ず とも、オープンパイプの溶接予定の両エ ッジ部の端面同士の当接状態が良

好 とな り、外面溶接の品質が一定で良好に保持 された結果、 4 種類のいずれ

においても、管先端、管尾端 に変形な どが生 じることな く、設計 どお りの口

径、真 円度、真直度の溶接丸管が製造 された。

[01 76] 板幅が口径 4 インチ相 当で、板厚が 0 . 7 m m、長 さが 1 . 5 m であるシ

— 卜材は、 口径が 3 0 インチでは、板厚 2 5 . 4 m m 長 さ 1 2 m のシ一 卜

材 に相 当する。実施例 3 の 3 0 インチパイプミル においても、 S Z スタン ド

4 0 の上 ロール 4 1 にフィン付 きロール を用いて、 口径が 7 6 2 . 2 m m

板厚が 2 5 . 4 m m、長 さが 1 2 m の丸管 を製造で きることを確認 した。

[01 77] 板幅が口径 4 インチ相 当で、板厚が 0 . 7 〜 1 . O m m、長 さが 1 . 5 〜

2 . O m であるシ一 卜材は、 口径が 3 0 インチでは、板厚 4 . 7 〜 6 . 7 m



m、長 さ 1 2 m前後のシ一 卜材 に相 当する。上述の実機 による造管データを

用いた、実施例 3 の 3 0 インチパイプミル によるシミュ レーシ ョンテス 卜に

おいても、 S Z スタン ド4 0 の上 ロール 4 1 にフィン付 きロール を用いて、

口径が 7 6 2 . 2 m m 板厚が 5 m m、長 さが 1 2 m で、 T D が 1 % 未満

である丸管 を製造で きることを確認 した。

符号の説明

1 0 B D スタン ド

1 1 旋 回ュニ ッ 卜

a 無端 ダイ列 （揺動 ダイ列）

1 1 b ス プロケ ッ 卜ュニ ッ 卜

c 成形 ダイ （揺動 ダイ）

1 1 d ダイホルダ一

2 0 F P ス タ ン ド

1 旋 回ュニ ッ 卜

1 a 無端 ダイ例 （孔型ダイ列）

2 1 b ス プロケ ッ 卜ュニ ッ 卜

1 c 成形 ダイ （孔型ダイ）

1 d ダイホルダ一

1 e フ ィン

1 f 凹状逃 げ部

2 2 サイ ドュニ ッ トロ一ル

3 下ュニ ッ トロ一ル

2 4 , 2 6 内面支持 ローラ

2 7 フィン付 き内面支持 口一ラ

2 8 内面仮溶接用の溶接 卜一チ

3 0 オーバ一ラップ部分

3 1 サイ ドサポ一 トロ一ル

3 2 補助ボ トム 口一ル



S Z スタン ド

上下 口一ル

左右 ロール

エ ツジ押 さえロール

補助ポ ト厶 ロール

内面支持 口一ラ

T Wスタン ド （溶接手段 )

ローラビーム

ボ トム 口一ル

外面溶接用の溶接 トーチ

マ ン ドレル

S Qスタン ド （溶接手段 )

下 口一ル

上 口一ル



請求の範囲

成形孔型 を外向 きに且つ揺動 自在 に設 けた揺動 ダイを無端列に連結

した揺動 ダイ列を無限軌道上で旋回可能 に支持 した旋回ュニ ッ 卜の一

対 を、その間に直線状で間隔が漸減する成形 区間が形成 されるように

対向配置 し、その成形 区間に進入する成形素材 をボ トム ロール群で支

持 しつつ当該成形素材の両ェ ッジ部 を両側の成形孔型が拘束 して同期

移動すると共 に、両側の成形孔型が揺動角度 を変化 させ ることによ り

、前記成形素材 をオープンパイプへ連続的に曲げ成形する B D スタン

ド、と、

成形孔型 を外側 に向けた孔型ダイを無端列に連結 したダイ列を無限

軌道上で旋回可能 に支持すると共 に、その旋回方向の一部の孔型内に

、 巨大成形 ロール を想定 した半径の円弧 を付与 した旋回ュニ ッ 卜を上

ュニ ッ 卜に用い、下ュニ ッ 卜及びサイ ドュニ ッ 卜にロール を用いた F

P スタン ドとを直列配置すると共 に、

B D スタン ドにおける一対の旋回ュニ ッ 卜と F P スタン ドにおける

旋回ュニ ッ 卜とを近接配置 して、管の成形 を行 う管の成形方法。

請求項 1 に記載の管の成形方法 において、

B D スタン ドと F P スタン ドとの間で旋回ュニ ッ 卜をオーバ一ラッ

プさせ るべ く、 B D スタン ドにおける一対の旋回ュニ ッ 卜の下流側の

旋回 リターン部間に、 F P スタン ドにおける旋回ュニ ッ 卜の上流側の

旋回 リターン部 を挿入配置 して、管の成形 を行 う管の成形方法。

請求項 1 に記載の管の成形方法 において、

B D スタン ドを出たオープンパイプを両側か ら押圧可能なサイ ドサ

ポー トロール を、前記旋回ュニ ッ 卜の近接部分 に一対以上配置 して管

の成形 を行 う管の成形方法。

請求項 1 に記載の管の成形方法 において、

B D スタン ドにおけるボ トム ロール群 を、前記 B D スタン ドにおけ

る一対の旋回ュニ ッ 卜と前記 F P スタン ドにおける旋回ュニ ッ 卜との



近接部分 まで延長配置 して管の成形 を行 う管の成形方法。

請求項 1 に記載の管の成形方法 において、

B D スタン ドを出たオープンパイプを両側か ら押圧可能なサイ ドサ

ポ一 トロール を、前記 B D スタン ドにおける一対の旋回ュニ ッ 卜と前

記 F P スタン ドにおける旋回ュニ ッ 卜との近接部分 に一対以上配置 し

、且つ B D スタン ドにおけるボ トム ロール群 を、前記旋回ユニ ッ トの

オーバーラップ部分 まで延長配置 して管の成形 を行 う管の成形方法。

請求項 1 に記載の管の成形方法 において、

B D スタン ドにおけるボ トム ロール群 は、 ロール面が大 きな半径の

円弧面か ら順次小 さな半径の円弧面 となる複数の凹 口一ルか らなる管

の成形方法。

請求項 1 に記載の管の成形方法 において、

F P スタン ドにおける下 ロールの上流側 に、 当該下 ロール に近接 さ

せて補助ボ トム 口一ル を昇降可能 に配置 し、補助ボ トム ロールのパス

ライン高さを調整 して管の成形 を行 う管の成形方法。

請求項 1 に記載の管の成形方法 において、

F P スタン ドにおける下 ロールの上流側 に、 当該下 ロール に近接 さ

せて補助ボ トム 口一ル を昇降可能 に配置すると共 に、 F P スタン ドの

次段 に上下 2 方 口一ル又は上下左右の 4 口一ルか らなる S Z スタン ド

を配置 し、 F P スタン ドにおける絞 り量、 S Z スタン ドにおける絞 り

量、及び補助ボ トム ロールのパスライン高さを調整 して管の成形 を行

う管の成形方法。

請求項 8 に記載の管の成形方法 において、

前記 S Z スタン ドにおける上 ロール をフィン付 きロール と した管の

成形方法。

請求項 1 に記載の管の成形方法 において、

前記 F P スタン ドの各旋回ュニ ッ 卜における各孔型ダイを、 内面中

央部 にフィンが設 け られたフィン付 きダイと した管の成形方法。



請求項 1 に記載の管の成形方法 において、

前記 F P スタン ドの各旋回ュニ ッ 卜における各孔型ダイの内面中央

部か らフ ィン を排除 し、或いは各孔型ダイの内面中央部 に溝 を設 けて

、前記 F P スタン ドをスクイズ型 と した管の成形方法。

成形孔型 を外向 きに且つ揺動 自在 に設 けた揺動 ダイを無端列に連結

した揺動 ダイ列を無限軌道上で旋回可能 に支持 した旋回ュニ ッ 卜の一

対 を、その間に直線状で間隔が漸減する成形 区間が形成 されるように

対向配置 し、その成形 区間に進入する成形素材 をボ トム ロール群で支

持 しつつ当該成形素材の両ェ ッジ部 を両側の成形孔型が拘束 して同期

移動すると共 に、両側の成形孔型が揺動角度 を変化 させ ることによ り

、前記成形素材 をオープンパイプへ連続的に曲げ成形する B D スタン

ド、と、

成形孔型 を外側 に向けた孔型ダイを無端列に連結 したダイ列を無限

軌道上で旋回可能 に支持すると共 に、その旋回方向の一部の孔型内に

、 巨大成形 ロール を想定 した半径の円弧 を付与 した旋回ュニ ッ 卜を上

ュニ ッ 卜に用い、下ュニ ッ 卜及びサイ ドュニ ッ 卜にロール を用いた F

P スタン ドとを直列配置すると共 に、

B D スタン ドにおける一対の旋回ュニ ッ 卜と F P スタン ドにおける

旋回ュニ ッ 卜とを近接配置 した管の成形装置。

請求項 1 2 に記載の管の成形装置 において、

B D スタン ドと F P スタン ドとの間で旋回ュニ ッ 卜をオーバ 一 ラッ

プさせ るべ く、旋回ュニ ッ 卜B D スタン ドにおける一対の旋回ュニ ッ

卜の下流側の旋回 リターン部間に、 F P スタン ドにおける旋回ュニ ッ

卜の上流側の旋回 リター ン部 を挿入配置 した管の成形装置。

請求項 1 2 に記載の管の成形装置 において、

B D スタン ドを出たオープンパイプを両側か ら押圧可能なサイ ドサ

ポ一 トロール を、前記 B D スタン ドにおける一対の旋回ュニ ッ 卜と前

記 F P スタン ドにおける旋回ュニ ッ 卜との近接部分 に一対以上配置 し



た管の成形装置。

請求項 1 2 に記載の管の成形装置 において、

B D スタン ドにおけるボ トム ロール群 を、前記 B D スタン ドにおけ

る一対の旋回ュニ ッ 卜と前記 F P スタン ドにおける旋回ュニ ッ 卜との

近接部分 まで延長配置 した管の成形装置。

請求項 1 2 に記載の管の成形装置 において、

B D スタン ドを出たオープンパイプのエ ッジ部近傍 を押圧可能なサ

ィ ドサポー トロール を、前記旋回ュニ ッ 卜の近接部分 に一対以上配置

し、且つ B D スタン ドにおけるボ トム ロール群 を、前記旋回ユニ ッ ト

のオーバ一ラップ部分 まで延長配置 した管の成形装置。

請求項 1 2 に記載の管の成形装置 において、

B D スタン ドにおけるボ トム ロール群 は、 ロール面が大 きな半径の

円弧面か ら順次小 さな半径の円弧面 となる複数の凹 口一ルか らなる管

の成形装置。

請求項 1 2 に記載の管の成形装置 において、

F P スタン ドにおける下 ロールの上流側 に、 当該下 ロール に近接 さ

せて補助ボ トム 口一ル を昇降可能 に配置 し、補助ボ トム ロールのパス

ライン高さを調整可能 と した管の成形装置。

請求項 1 2 に記載の管の成形装置 において、

F P スタン ドにおける下 ロールの上流側 に、 当該下 ロール に近接 さ

せて補助ボ トム 口一ル を昇降可能 に配置すると共 に、 F P スタン ドの

次段 に上下 2 方 口一ル又は上下左右の 4 口一ルか らなる S Z スタン ド

を配置 し、 F P スタン ドにおける絞 り量、 S Z スタン ドにおける絞 り

量、及び補助ボ トム ロールのパスライン高さを調整可能 と した管の成

形装置。

請求項 1 9 に記載の管の成形装置 において、

前記 S Z スタン ドにおける上 ロール をフィン付 きロール と した管の

成形装置。



[ 請求項 2 1 ] 請求項 1 2 に記載の管の成形装置 において、

前記 F P スタン ドの各旋回ュニ ッ トにおける各孔型 ダイを、 内面中

央部 にフィンが設 け られたフィン付 きダイと した管の成形装置。

[ 請求項22] 請求項 1 2 に記載の管の成形装置 において、

前記 F P ス タ ン ドの各旋回ュニ ッ 卜における各孔型ダイの内面中央

部か らフ ィン を排除 し、或いは各孔型ダイの内面中央部 に溝 を設 けて

、前記 F P スタン ドをスクイズ型 と した管の成形装置。
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